
○ 

資
金
移
動
業
者
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
二
十
二
年
内
閣
府
令
第
四
号
） 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又

は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と

い
う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に

掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い

も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 

正 

後 

改 

正 

前 

（
定
義
） 

第
一
条 

こ
の
府
令
に
お
い
て
「
資
金
移
動
業
」
、
「
資
金
移
動
業
者
」
、
「

外
国
資
金
移
動
業
者
」
、
「
電
子
決
済
手
段
」
、
「
特
定
信
託
受
益
権
」
、

「
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
」
、
「
外
国
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
」

、
「
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
」
、
「
信
託
会
社
等
」
、
「
特
定
信
託
会

社
」
、
「
特
定
信
託
為
替
取
引
」
、
「
銀
行
等
」
又
は
「
破
産
手
続
開
始
の

申
立
て
等
」
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と

い
う
。
）
第
二
条
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
、
資
金
移
動
業
者
、
外
国
資
金

移
動
業
者
、
電
子
決
済
手
段
、
特
定
信
託
受
益
権
、
電
子
決
済
手
段
等
取
引

業
者
、
外
国
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
、
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
、

信
託
会
社
等
、
特
定
信
託
会
社
、
特
定
信
託
為
替
取
引
、
銀
行
等
又
は
破
産

手
続
開
始
の
申
立
て
等
を
い
う
。 

（
定
義
） 

第
一
条 

こ
の
府
令
に
お
い
て
「
資
金
移
動
業
」
、
「
資
金
移
動
業
者
」
、
「

外
国
資
金
移
動
業
者
」
、
「
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
」
、
「
信
託
会
社

等
」
又
は
「
銀
行
等
」
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
（
以
下

「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
条
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
、
資
金
移
動
業
者
、

外
国
資
金
移
動
業
者
、
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
、
信
託
会
社
等
又
は
銀

行
等
を
い
う
。 

２ 

こ
の
府
令
に
お
い
て
「
第
一
種
資
金
移
動
業
」
、
「
第
二
種
資
金
移
動
業

」
、
「
第
三
種
資
金
移
動
業
」
又
は
「
特
定
資
金
移
動
業
」
と
は
、
そ
れ
ぞ

れ
法
第
三
十
六
条
の
二
に
規
定
す
る
第
一
種
資
金
移
動
業
、
第
二
種
資
金
移

２ 
こ
の
府
令
に
お
い
て
「
第
一
種
資
金
移
動
業
」
、
「
第
二
種
資
金
移
動
業

」
又
は
「
第
三
種
資
金
移
動
業
」
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
法
第
三
十
六
条
の
二
に

規
定
す
る
第
一
種
資
金
移
動
業
、
第
二
種
資
金
移
動
業
又
は
第
三
種
資
金
移
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動
業
、
第
三
種
資
金
移
動
業
又
は
特
定
資
金
移
動
業
を
い
う
。 

３ 
こ
の
府
令
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

一 

取
締
役
等 

取
締
役
、
監
査
役
若
し
く
は
執
行
役
又
は
会
計
参
与
（
外

国
資
金
移
動
業
者
又
は
外
国
信
託
会
社
（
信
託
業
法
（
平
成
十
六
年
法
律

第
百
五
十
四
号
）
第
二
条
第
六
項
に
規
定
す
る
外
国
信
託
会
社
を
い
う
。

以
下
同
じ
。
）
に
あ
っ
て
は
、
外
国
の
法
令
上
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
者
又

は
国
内
に
お
け
る
代
表
者
）
を
い
う
。 

二 

資
金
移
動
業
関
係
業
者 
資
金
移
動
業
者
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二

項
の
規
定
に
よ
り
資
金
移
動
業
者
と
み
な
さ
れ
る
特
定
信
託
会
社
を
含
む

。
以
下
「
資
金
移
動
業
者
等
」
と
い
う
。
）
、
外
国
資
金
移
動
業
者
、
電

子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
（
法
第
六
十
二
条
の
八
第
二
項
の
規
定
に
よ
り

電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
と
み
な
さ
れ
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
発

行
者
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
、
外
国
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
又
は

信
託
業
法
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
外
国
信
託
業
者
を
い
う
。 

 

動
業
を
い
う
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

（
特
定
信
託
会
社
名
簿
の
そ
の
他
の
登
載
事
項
） 

第
三
条
の
二 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

す
る
法
第
三
十
九
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項

は
、
第
三
条
の
六
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

 

（
特
定
信
託
会
社
が
あ
ら
か
じ
め
届
け
出
る
こ
と
を
要
す
る
変
更
） 

第
三
条
の
三 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

 

［
条
を
加
え
る
。
］ 

    

［
条
を
加
え
る
。
］ 
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す
る
法
第
四
十
一
条
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
変
更
は
、
次

に
掲
げ
る
変
更
と
す
る
。 

一 
発
行
す
る
特
定
信
託
受
益
権
（
特
定
信
託
為
替
取
引
に
係
る
も
の
に
限

る
。
以
下
同
じ
。
）
の
変
更 

二 

特
定
信
託
口
口
座
（
特
定
信
託
会
社
が
そ
の
発
行
す
る
特
定
信
託
受
益

権
に
係
る
信
託
契
約
に
よ
り
受
け
入
れ
た
金
銭
を
管
理
す
る
預
貯
金
の
口

座
を
い
う
。
次
条
第
二
号
及
び
第
三
十
三
条
第
一
項
第
十
一
号
ロ
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項
の
変
更 

イ 

当
該
特
定
信
託
口
口
座
の
あ
る
銀
行
等
の
商
号
又
は
名
称 

ロ 

当
該
特
定
信
託
口
口
座
に
係
る
営
業
所
又
は
事
務
所
の
名
称
及
び
所

在
地 

ハ 

当
該
特
定
信
託
口
口
座
の
名
義 

ニ 

当
該
特
定
信
託
口
口
座
の
口
座
番
号
そ
の
他
の
当
該
特
定
信
託
口
口

座
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項 

 

（
特
定
信
託
会
社
が
提
出
す
べ
き
報
告
書
の
添
付
書
類
） 

第
三
条
の
四 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

す
る
法
第
五
十
三
条
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る

。 一 

法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
報
告
書
を
提
出
す
る
場
合 

最
終
の
貸
借
対

照
表
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
及
び
損
益
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記

を
含
む
。
） 

                

［
条
を
加
え
る
。
］ 
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二 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法

第
五
十
三
条
第
二
項
の
報
告
書
を
提
出
す
る
場
合 

銀
行
等
が
発
行
す
る

当
該
報
告
書
に
係
る
報
告
基
準
日
（
第
三
十
五
条
の
二
第
一
項
第
二
号
ホ

に
規
定
す
る
報
告
基
準
日
を
い
う
。
）
に
お
け
る
特
定
信
託
口
口
座
に
係

る
残
高
証
明
書 

 

（
特
定
資
金
移
動
業
の
廃
止
等
に
伴
う
債
務
の
履
行
の
完
了
が
不
要
な
場
合

） 

第
三
条
の
五 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

す
る
法
第
六
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は
、
特

定
信
託
会
社
が
事
業
譲
渡
、
合
併
若
し
く
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に
よ

り
特
定
資
金
移
動
業
の
全
部
を
他
の
特
定
信
託
会
社
に
承
継
さ
せ
た
場
合
又

は
新
た
な
受
託
者
（
信
託
会
社
等
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
が
就
任
し

た
場
合
と
す
る
。 

 

（
特
定
信
託
会
社
に
よ
る
特
定
資
金
移
動
業
に
係
る
届
出
） 

第
三
条
の
六 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と

す
る
特
定
信
託
会
社
は
、
別
紙
様
式
第
一
号
（
外
国
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は

、
別
紙
様
式
第
一
号
の
二
）
に
よ
り
作
成
し
た
届
出
書
に
、
同
項
の
書
類
を

添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、

次
に
掲
げ
る
書
類
（
官
公
署
が
証
明
す
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
届
出
の
日
前

三
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
と
す
る
。 

        

［
条
を
加
え
る
。
］ 

       

［
条
を
加
え
る
。
］ 
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一 

別
紙
様
式
第
一
号
の
三
に
よ
り
作
成
し
た
法
第
四
十
条
第
一
項
第
七
号

及
び
第
八
号
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面 

二 
取
締
役
等
の
住
民
票
の
抄
本
（
当
該
取
締
役
等
が
外
国
人
で
あ
る
場
合

に
は
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
三
百
十

九
号
）
第
十
九
条
の
三
に
規
定
す
る
在
留
カ
ー
ド
の
写
し
、
日
本
国
と
の

平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍
を
離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管
理
に
関

す
る
特
例
法
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
一
号
）
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す

る
特
別
永
住
者
証
明
書
の
写
し
又
は
住
民
票
の
抄
本
）
又
は
こ
れ
に
代
わ

る
書
面 

三 

取
締
役
等
の
旧
氏
（
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
二
年
政
令

第
二
百
九
十
二
号
）
第
三
十
条
の
十
三
に
規
定
す
る
旧
氏
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
及
び
名
を
当
該
取
締
役
等
の
氏
名
に
併
せ
て
前
項
の
規
定
に
よ

る
届
出
書
に
記
載
し
た
場
合
に
お
い
て
、
前
号
に
掲
げ
る
書
類
が
当
該
旧

氏
及
び
名
を
証
す
る
も
の
で
な
い
と
き
は
、
当
該
旧
氏
及
び
名
を
証
す
る

書
面 

四 

別
紙
様
式
第
一
号
の
四
又
は
別
紙
様
式
第
一
号
の
五
に
よ
り
作
成
し
た

取
締
役
等
の
履
歴
書
又
は
沿
革 

五 

別
紙
様
式
第
一
号
の
六
に
よ
り
作
成
し
た
株
主
の
名
簿
並
び
に
定
款
及

び
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

六 

最
終
の
貸
借
対
照
表
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
及
び
損
益
計
算
書

（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面
（
届
出
の
日

を
含
む
事
業
年
度
に
設
立
さ
れ
た
法
人
に
あ
っ
て
は
、
会
社
法
（
平
成
十

七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
四
百
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
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す
る
そ
の
成
立
の
日
に
お
け
る
貸
借
対
照
表
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
） 

七 

会
計
監
査
人
設
置
会
社
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
届
出
の
日
を
含
む

事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
の
会
社
法
第
三
百
九
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
会
計
監
査
報
告
の
内
容
を
記
載
し
た
書
面 

八 

事
業
開
始
後
三
事
業
年
度
に
お
け
る
特
定
資
金
移
動
業
に
係
る
収
支
の

見
込
み
を
記
載
し
た
書
面 

九 

特
定
資
金
移
動
業
に
関
す
る
組
織
図
（
内
部
管
理
に
関
す
る
業
務
を
行

う
組
織
を
含
む
。
第
六
条
第
十
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

十 

特
定
資
金
移
動
業
を
管
理
す
る
責
任
者
の
履
歴
書 

十
一 

特
定
資
金
移
動
業
に
関
す
る
社
内
規
則
等
（
社
内
規
則
そ
の
他
こ
れ

に
準
ず
る
も
の
を
い
う
。
第
六
条
第
十
三
号
及
び
第
三
十
二
条
に
お
い
て

同
じ
。
） 

十
二 

特
定
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
特
定
信
託
為
替
取
引
を
行
う
際
に
使

用
す
る
契
約
書
類 

十
三 

特
定
資
金
移
動
業
の
一
部
を
第
三
者
に
委
託
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

、
当
該
委
託
に
係
る
契
約
の
契
約
書 

十
四 

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
事
項
を

記
載
し
た
書
面 

イ 

指
定
特
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第

二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一

項
第
一
号
に
規
定
す
る
指
定
特
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
を
い

う
。
以
下
こ
の
号
及
び
第
二
十
九
条
第
一
項
第
一
号
ホ
に
お
い
て
同
じ

。
）
が
存
在
す
る
場
合 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
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読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
定
め
る

手
続
実
施
基
本
契
約
を
締
結
す
る
措
置
を
講
ず
る
当
該
手
続
実
施
基
本

契
約
の
相
手
方
で
あ
る
指
定
特
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
の
商

号
又
は
名
称 

ロ 

指
定
特
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合 

法

第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第

五
十
一
条
の
四
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解

決
措
置
の
内
容 

十
五 

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項
を
記
載
し
た
書
面 

３ 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、

次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

商
号
及
び
住
所 

二 

資
本
金
の
額 

三 

特
定
資
金
移
動
業
に
係
る
営
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地 

四 

取
締
役
及
び
監
査
役
（
監
査
等
委
員
会
設
置
会
社
に
あ
っ
て
は
取
締
役

と
し
、
指
名
委
員
会
等
設
置
会
社
に
あ
っ
て
は
取
締
役
及
び
執
行
役
と
し

、
外
国
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
外
国
の
法
令
上
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
者
と

す
る
。
）
の
氏
名 

五 

会
計
参
与
設
置
会
社
に
あ
っ
て
は
、
会
計
参
与
の
氏
名
又
は
名
称 

六 

外
国
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
国
内
に
お
け
る
代
表
者
の
氏
名 

七 

特
定
資
金
移
動
業
の
一
部
を
第
三
者
に
委
託
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

当
該
委
託
に
係
る
業
務
の
内
容
並
び
に
そ
の
委
託
先
の
氏
名
又
は
商
号
若

し
く
は
名
称
及
び
住
所 
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八 

信
託
業
（
信
託
業
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
信
託
業
を
い
う
。
第

十
条
第
三
項
第
八
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
以
外
の
事
業
を
行
っ
て
い
る
と

き
は
、
そ
の
事
業
の
種
類 

九 

特
定
資
金
移
動
業
の
利
用
者
か
ら
の
苦
情
又
は
相
談
に
応
ず
る
営
業
所

の
所
在
地
及
び
連
絡
先 

十 

主
要
株
主
（
総
株
主
の
議
決
権
（
株
主
総
会
に
お
い
て
決
議
を
す
る
こ

と
が
で
き
る
事
項
の
全
部
に
つ
き
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

株
式
に
つ
い
て
の
議
決
権
を
除
き
、
会
社
法
第
八
百
七
十
九
条
第
三
項
の

規
定
に
よ
り
議
決
権
を
有
す
る
も
の
と
み
な
さ
れ
る
株
式
に
つ
い
て
の
議

決
権
を
含
む
。
）
の
百
分
の
十
以
上
の
議
決
権
を
保
有
し
て
い
る
株
主
を

い
う
。
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
氏
名
、
商
号
又
は
名
称 

十
一 

加
入
す
る
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
（
資
金
移
動
業
者
等
を
そ
の

会
員
（
法
第
八
十
七
条
第
二
号
に
規
定
す
る
会
員
を
い
う
。
）
と
す
る
も

の
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）
の
名
称 

 

（
特
定
信
託
受
益
権
に
つ
い
て
の
償
還
を
要
し
な
い
場
合
） 

第
三
条
の
七 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
四
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
内
閣
府
令

で
定
め
る
場
合
は
、
当
該
特
定
信
託
会
社
が
遅
滞
な
く
当
該
特
定
信
託
受
益

権
を
そ
の
履
行
等
金
額
（
法
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
債
務
の
履
行
等
が

行
わ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
金
額
を
い
う
。
第
三
十
三
条
第
一
項
第
十
一

号
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
と
同
額
で
買
い
取
る
場
合
と
す
る
。 

 

                

［
条
を
加
え
る
。
］ 

（
登
録
の
申
請
） 

（
登
録
の
申
請
） 
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第
四
条 

法
第
三
十
七
条
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
二

号
（
外
国
資
金
移
動
業
者
に
あ
っ
て
は
、
別
紙
様
式
第
二
号
の
二
）
に
よ
り

作
成
し
た
法
第
三
十
八
条
第
一
項
の
登
録
申
請
書
に
、
同
条
第
二
項
の
書
類

を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
登
録
申
請
書
の
そ
の
他
の
記
載
事
項
） 

第
五
条 

法
第
三
十
八
条
第
一
項
第
十
一
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

資
金
移
動
業
（
特
定
資
金
移
動
業
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
の
利
用
者

か
ら
の
苦
情
又
は
相
談
に
応
ず
る
営
業
所
の
所
在
地
及
び
連
絡
先 

二 

主
要
株
主
の
氏
名
、
商
号
又
は
名
称 

      

三 

［
略
］ 

 
第
四
条 

法
第
三
十
七
条
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
一

号
（
外
国
資
金
移
動
業
者
に
あ
っ
て
は
、
別
紙
様
式
第
二
号
）
に
よ
り
作
成

し
た
法
第
三
十
八
条
第
一
項
の
登
録
申
請
書
に
、
同
条
第
二
項
の
書
類
を
添

付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
登
録
申
請
書
の
そ
の
他
の
記
載
事
項
） 

第
五
条 

［
同
上
］ 

 

一 

資
金
移
動
業
の
利
用
者
か
ら
の
苦
情
又
は
相
談
に
応
ず
る
営
業
所
の
所

在
地
及
び
連
絡
先 

二 

主
要
株
主
（
総
株
主
の
議
決
権
（
株
主
総
会
に
お
い
て
決
議
を
す
る
こ

と
が
で
き
る
事
項
の
全
部
に
つ
き
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

株
式
に
つ
い
て
の
議
決
権
を
除
き
、
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十

六
号
）
第
八
百
七
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
議
決
権
を
有
す
る
も
の

と
み
な
さ
れ
る
株
式
に
つ
い
て
の
議
決
権
を
含
む
。
）
の
百
分
の
十
以
上

の
議
決
権
を
保
有
し
て
い
る
株
主
を
い
う
。
第
十
条
第
二
項
第
七
号
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
氏
名
、
商
号
又
は
名
称 

三 

［
同
上
］ 

 

（
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
） 

第
六
条 

法
第
三
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、

次
に
掲
げ
る
書
類
（
官
公
署
が
証
明
す
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
申
請
の
日
前

三
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
と
す
る
。 

（
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
） 

第
六
条 
［
同
上
］ 
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一 

［
略
］ 

二 

取
締
役
等
の
住
民
票
の
抄
本
（
当
該
取
締
役
等
が
外
国
人
で
あ
る
場
合

に
は
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
十
九
条
の
三
に
規
定
す
る
在
留

カ
ー
ド
の
写
し
、
日
本
国
と
の
平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍
を
離
脱

し
た
者
等
の
出
入
国
管
理
に
関
す
る
特
例
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る

特
別
永
住
者
証
明
書
の
写
し
又
は
住
民
票
の
抄
本
）
又
は
こ
れ
に
代
わ
る

書
面 

  

三 

取
締
役
等
の
旧
氏
及
び
名
を
当
該
取
締
役
等
の
氏
名
に
併
せ
て
第
四
条

の
規
定
に
よ
る
登
録
申
請
書
に
記
載
し
た
場
合
に
お
い
て
、
前
号
に
掲
げ

る
書
類
が
当
該
旧
氏
及
び
名
を
証
す
る
も
の
で
な
い
と
き
は
、
当
該
旧
氏

及
び
名
を
証
す
る
書
面 

  

四 

取
締
役
等
が
法
第
四
十
条
第
一
項
第
十
一
号
ロ
に
該
当
し
な
い
旨
の
官

公
署
の
証
明
書
（
当
該
取
締
役
等
が
外
国
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
別
紙
様

式
第
四
号
に
よ
り
作
成
し
た
誓
約
書
）
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

五 

別
紙
様
式
第
五
号
又
は
別
紙
様
式
第
六
号
に
よ
り
作
成
し
た
取
締
役
等

の
履
歴
書
又
は
沿
革 

六 

［
略
］ 

七 

外
国
資
金
移
動
業
者
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
外
国
の
法
令
の
規
定

に
よ
り
当
該
外
国
に
お
い
て
法
第
三
十
七
条
の
登
録
と
同
種
類
の
登
録
（

一 

［
同
上
］ 

二 

取
締
役
等
（
法
第
四
十
条
第
一
項
第
十
号
に
規
定
す
る
取
締
役
等
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
の
住
民
票
の
抄
本
（
当
該
取
締
役
等
が
外
国
人
で
あ

る
場
合
に
は
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第

三
百
十
九
号
）
第
十
九
条
の
三
に
規
定
す
る
在
留
カ
ー
ド
の
写
し
、
日
本

国
と
の
平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍
を
離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管

理
に
関
す
る
特
例
法
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
一
号
）
第
七
条
第
一
項
に

規
定
す
る
特
別
永
住
者
証
明
書
の
写
し
又
は
住
民
票
の
抄
本
）
又
は
こ
れ

に
代
わ
る
書
面 

三 

取
締
役
等
の
旧
氏
（
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
二
年
政
令

第
二
百
九
十
二
号
）
第
三
十
条
の
十
三
に
規
定
す
る
旧
氏
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
及
び
名
を
当
該
取
締
役
等
の
氏
名
に
併
せ
て
第
四
条
の
規
定
に

よ
る
登
録
申
請
書
に
記
載
し
た
場
合
に
お
い
て
、
前
号
に
掲
げ
る
書
類
が

当
該
旧
氏
及
び
名
を
証
す
る
も
の
で
な
い
と
き
は
、
当
該
旧
氏
及
び
名
を

証
す
る
書
面 

四 

取
締
役
等
が
法
第
四
十
条
第
一
項
第
十
号
ロ
に
該
当
し
な
い
旨
の
官
公

署
の
証
明
書
（
当
該
取
締
役
等
が
外
国
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
別
紙
様
式

第
四
号
に
よ
り
作
成
し
た
誓
約
書
）
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

五 

別
紙
様
式
第
五
号
又
は
第
六
号
に
よ
り
作
成
し
た
取
締
役
等
の
履
歴
書

又
は
沿
革 

六 
［
同
上
］ 

七 

外
国
資
金
移
動
業
者
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
外
国
の
法
令
の
規
定

に
よ
り
当
該
外
国
に
お
い
て
法
第
三
十
七
条
の
登
録
と
同
種
類
の
登
録
（

 10 



当
該
登
録
に
類
す
る
そ
の
他
の
行
政
処
分
を
含
む
。
）
を
受
け
て
為
替
取

引
を
業
と
し
て
営
む
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面 

［
八
～
十 

略
］ 

十
一 
資
金
移
動
業
に
関
す
る
組
織
図 

 

十
二 

［
略
］ 

十
三 

資
金
移
動
業
に
関
す
る
社
内
規
則
等 

 

［
十
四
・
十
五 

略
］ 

 

十
六 

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
事
項
を

記
載
し
た
書
面 

イ 

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
（
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項

第
一
号
に
規
定
す
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
を
い
う
。
以

下
こ
の
号
及
び
第
二
十
九
条
第
一
項
第
一
号
ホ
に
お
い
て
同
じ
。
）
が

存
在
す
る
場
合 

法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
定
め
る
手
続

実
施
基
本
契
約
を
締
結
す
る
措
置
を
講
ず
る
当
該
手
続
実
施
基
本
契
約

の
相
手
方
で
あ
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
の
商
号
又
は
名

称 

ロ 

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合 

法
第
五

十
一
条
の
四
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解
決

措
置
の
内
容 

十
七 

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項
を
記
載
し
た
書
面 

 

当
該
登
録
に
類
す
る
許
可
そ
の
他
の
行
政
処
分
を
含
む
。
）
を
受
け
て
為

替
取
引
を
業
と
し
て
営
む
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面 

［
八
～
十 

同
上
］ 

十
一 

資
金
移
動
業
に
関
す
る
組
織
図
（
内
部
管
理
に
関
す
る
業
務
を
行
う

組
織
を
含
む
。
） 

十
二 

［
同
上
］ 

十
三 

資
金
移
動
業
に
関
す
る
社
内
規
則
等
（
社
内
規
則
そ
の
他
こ
れ
に
準

ず
る
も
の
を
い
う
。
第
三
十
二
条
に
お
い
て
同
じ
。
） 

［
十
四
・
十
五 

同
上
］ 

 

十
六 

［
同
上
］ 

 

イ 

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
（
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項

第
一
号
に
規
定
す
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
を
い
う
。
以

下
こ
の
号
及
び
第
二
十
九
条
第
一
項
第
一
号
ホ
に
お
い
て
同
じ
。
）
が

存
在
す
る
場
合 

当
該
資
金
移
動
業
者
が
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項

第
一
号
に
定
め
る
手
続
実
施
基
本
契
約
を
締
結
す
る
措
置
を
講
ず
る
当

該
手
続
実
施
基
本
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解

決
機
関
の
商
号
又
は
名
称 

ロ 

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合 

当
該
資

金
移
動
業
者
の
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
苦
情
処

理
措
置
及
び
紛
争
解
決
措
置
の
内
容 

十
七 
そ
の
他
参
考
と
な
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面 

 

 11 



（
登
録
申
請
者
等
へ
の
通
知
） 

第
七
条 

金
融
庁
長
官
は
、
法
第
三
十
九
条
第
二
項
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第

二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

る
通
知
を
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
八
号
に
よ
り
作
成
し
た
登
録
済
通
知

書
又
は
別
紙
様
式
第
八
号
の
二
に
よ
り
作
成
し
た
登
載
済
通
知
書
に
よ
り
行

う
も
の
と
す
る
。 

 

（
登
録
申
請
者
へ
の
通
知
） 

第
七
条 

金
融
庁
長
官
は
、
法
第
三
十
九
条
第
二
項
に
規
定
す
る
登
録
の
通
知

を
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
八
号
に
よ
り
作
成
し
た
登
録
済
通
知
書
に
よ

り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
資
金
移
動
業
者
登
録
簿
等
の
縦
覧
） 

第
八
条 

金
融
庁
長
官
は
、
そ
の
登
録
又
は
登
載
を
し
た
資
金
移
動
業
者
等
に

係
る
資
金
移
動
業
者
登
録
簿
又
は
特
定
信
託
会
社
名
簿
を
当
該
資
金
移
動
業

者
等
の
本
店
（
外
国
資
金
移
動
業
者
又
は
外
国
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
国

内
に
お
け
る
主
た
る
営
業
所
。
以
下
同
じ
。
）
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財
務

局
（
当
該
所
在
地
が
福
岡
財
務
支
局
の
管
轄
区
域
内
に
あ
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
福
岡
財
務
支
局
）
に
備
え
置
き
、
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る

。 

 

（
資
金
移
動
業
者
登
録
簿
の
縦
覧
） 

第
八
条 

金
融
庁
長
官
は
、
そ
の
登
録
を
し
た
資
金
移
動
業
者
に
係
る
資
金
移

動
業
者
登
録
簿
を
当
該
資
金
移
動
業
者
の
本
店
（
外
国
資
金
移
動
業
者
に
あ

っ
て
は
、
国
内
に
お
け
る
主
た
る
営
業
所
。
以
下
同
じ
。
）
の
所
在
地
を
管

轄
す
る
財
務
局
又
は
福
岡
財
務
支
局
に
備
え
置
き
、
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る

も
の
と
す
る
。 

（
登
録
の
拒
否
） 

第
九
条 

法
第
四
十
条
第
一
項
第
十
一
号
イ
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

者
は
、
精
神
の
機
能
の
障
害
の
た
め
資
金
移
動
業
に
係
る
職
務
を
適
正
に
執

行
す
る
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ

と
が
で
き
な
い
者
と
す
る
。 

（
登
録
の
拒
否
） 

第
九
条 

法
第
四
十
条
第
一
項
第
十
号
イ
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
者

は
、
精
神
の
機
能
の
障
害
の
た
め
資
金
移
動
業
に
係
る
職
務
を
適
正
に
執
行

す
る
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と

が
で
き
な
い
者
と
す
る
。 

２ 

［
略
］ 

 

２ 

［
同
上
］ 
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（
業
務
実
施
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
九
条
の
二 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
（
法
第
三
十

七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙

様
式
第
九
号
の
二
に
よ
り
作
成
し
た
認
可
申
請
書
に
、
別
紙
様
式
第
九
号
の

三
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
別
紙
様
式
第
九
号
の
三
の
二
）
に
よ
り

作
成
し
た
法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
の
業
務
実
施
計
画
及
び
当
該
業
務
実
施

計
画
に
関
し
参
考
と
な
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長

官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
業
務
実
施
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
九
条
の
二 

資
金
移
動
業
者
は
、
法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
の
認
可
を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
九
号
の
二
に
よ
り
作
成
し
た
認
可
申
請

書
に
、
別
紙
様
式
第
九
号
の
三
に
よ
り
作
成
し
た
同
項
の
業
務
実
施
計
画
及

び
当
該
業
務
実
施
計
画
に
関
し
参
考
と
な
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添
付

し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
業
務
実
施
計
画
の
そ
の
他
の
記
載
事
項
） 

第
九
条
の
三 

法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定

め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
第
四
号

に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
と
す
る
。 

［
一
～
四 

略
］ 

五 

為
替
取
引
に
関
す
る
事
故
そ
の
他
の
資
金
移
動
業
（
特
定
信
託
会
社
に

あ
っ
て
は
、
特
定
資
金
移
動
業
。
第
二
十
四
条
か
ら
第
三
十
条
ま
で
、
第

三
十
一
条
、
第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
、
第
三
十
八
条
第
二
項
第
五
号

及
び
第
七
号
並
び
に
第
六
項
並
び
に
第
三
十
九
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
に
支
障
を
来
す
事
態
が
発
生
し
た
場
合
の
対
応
に

関
す
る
方
針 

六 

そ
の
他
第
一
種
資
金
移
動
業
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
特
定
資

金
移
動
業
）
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
の
重
要
な
事
項 

（
業
務
実
施
計
画
の
そ
の
他
の
記
載
事
項
） 

第
九
条
の
三 

法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定

め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

 

［
一
～
四 

同
上
］ 

五 

為
替
取
引
に
関
す
る
事
故
そ
の
他
の
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確
実
な

遂
行
に
支
障
を
来
す
事
態
が
発
生
し
た
場
合
の
対
応
に
関
す
る
方
針 

    

六 

そ
の
他
第
一
種
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た

め
の
重
要
な
事
項 
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（
業
務
実
施
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
等
） 

第
九
条
の
四 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
業
務
実
施
計
画
の
変
更
の
認
可
を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
九
号
の
四
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
認
可

申
請
書
に
、
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
に
関
し
参
考
と
な
る
事
項
を
記
載
し

た
書
類
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
業
務
実
施
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
等
） 

第
九
条
の
四 

資
金
移
動
業
者
は
、
業
務
実
施
計
画
の
変
更
の
認
可
を
受
け
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
九
号
の
四
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
認
可
申

請
書
に
、
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
に
関
し
参
考
と
な
る
事
項
を
記
載
し
た

書
類
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
後
段
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に

よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定

め
る
軽
微
な
変
更
は
、
次
に
掲
げ
る
変
更
と
す
る
。 

［
一
・
二 

略
］ 

２ 

法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
後
段
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
軽
微
な

変
更
は
、
次
に
掲
げ
る
変
更
と
す
る
。 

 

［
一
・
二 

同
上
］ 

３ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
法
第
四
十
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
九
号
の
五
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
届

出
書
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
変
更
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
） 

第
九
条
の
六 

法
第
四
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第

三
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る

書
類
と
す
る
。 

［
一
～
五 

略
］ 

六 

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項
を
記
載
し
た
書
面 

 

３ 

資
金
移
動
業
者
は
、
法
第
四
十
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
九
号
の
五
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
届
出

書
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
変
更
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
） 

第
九
条
の
六 

［
同
上
］ 

  

［
一
～
五 

同
上
］ 

六 

そ
の
他
参
考
と
な
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面 

（
あ
ら
か
じ
め
届
け
出
る
こ
と
を
要
す
る
変
更
） 

第
九
条
の
九 

法
第
四
十
一
条
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
変
更

（
あ
ら
か
じ
め
届
け
出
る
こ
と
を
要
す
る
変
更
） 

第
九
条
の
九 
［
同
上
］ 
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は
、
次
に
掲
げ
る
変
更
（
法
第
三
十
八
条
第
一
項
第
七
号
に
掲
げ
る
事
項
の

変
更
に
伴
う
も
の
を
除
く
。
）
と
す
る
。 

一 
［
略
］ 

二 

第
二
種
資
金
移
動
業
又
は
第
三
種
資
金
移
動
業
に
係
る
算
定
期
間
（
法

第
五
十
八
条
の
二
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
算
定
期
間
を
い
う
。
第
二

十
九
条
の
二
第
一
項
第
三
号
及
び
第
三
十
六
条
の
二
第
二
項
第
三
号
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
変
更
（
当
該
算
定
期
間
を
短
縮
す
る
変
更
を
除
く
。
） 

［
三
・
四 

略
］ 

五 

新
た
に
電
子
決
済
手
段
（
特
定
信
託
受
益
権
を
除
く
。
次
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
の
発
行
に
よ
る
為
替
取
引
を
行
お
う
と
す
る
こ
と
に
よ
る
資
金

移
動
業
の
内
容
又
は
方
法
の
変
更 

六 

電
子
決
済
手
段
の
発
行
に
よ
る
為
替
取
引
を
行
っ
て
い
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
発
行
す
る
電
子
決
済
手
段
の
変
更 

 

  

一 

［
同
上
］ 

二 

第
二
種
資
金
移
動
業
又
は
第
三
種
資
金
移
動
業
に
係
る
算
定
期
間
（
法

第
五
十
八
条
の
二
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
算
定
期
間
を
い
う
。
第
二

十
九
条
の
二
第
三
号
及
び
第
三
十
六
条
の
二
第
二
項
第
三
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
の
変
更
（
当
該
算
定
期
間
を
短
縮
す
る
変
更
を
除
く
。
） 

［
三
・
四 

同
上
］ 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

  

［
号
を
加
え
る
。
］ 

（
変
更
の
届
出
） 

第
十
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
法
第
四
十
一
条
第
三
項
（
法
第
三
十
七
条
の

二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定

に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
十
号
に
よ
り
作
成
し

た
変
更
届
出
書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
変
更
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に

定
め
る
書
類
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

第
三
条
の
三
第
一
号
に
掲
げ
る
変
更 

当
該
変
更
に
係
る
第
三
条
の
六

第
二
項
第
九
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類 

二 

前
条
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
変
更 

当
該
変
更
に
係
る
第

（
変
更
の
届
出
） 

第
十
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
法
第
四
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
十
号
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
届
出
書

に
、
前
条
各
号
に
掲
げ
る
変
更
に
係
る
第
六
条
第
十
三
号
及
び
第
十
四
号
に

掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
［
号
を
加
え
る
。
］ 

 

［
号
を
加
え
る
。
］ 
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六
条
第
十
三
号
及
び
第
十
四
号
に
掲
げ
る
書
類 

三 

前
条
第
五
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
変
更 

当
該
変
更
に
係
る
第
六
条

第
十
一
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類 

 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

 

２ 

資
金
移
動
業
者
は
、
法
第
四
十
一
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
十
号
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
届
出
書
に
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
（
官
公

署
が
証
明
す
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
届
出
の
日
前
三
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た

も
の
に
限
る
。
）
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

［
一
・
二 

略
］ 

三 

営
業
所
の
設
置
、
位
置
の
変
更
又
は
廃
止
を
し
た
場
合(

第
九
号
に
掲

げ
る
場
合
を
除
く
。)

 

当
該
変
更
に
係
る
事
項
を
記
載
し
た
登
記
事
項

証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

［
四
～
十 

略
］ 

２ 

［
同
上
］ 

     

［
一
・
二 

同
上
］ 

三 

営
業
所
の
設
置
、
位
置
の
変
更
又
は
廃
止
を
し
た
場
合(

第
九
号
に
掲

げ
る
場
合
を
除
く
。)

 

当
該
変
更
に
係
る
事
項
を
記
載
し
た
登
記
事
項

証
明
書 

［
四
～
十 

同
上
］ 

３ 

特
定
信
託
会
社
は
、
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替

え
て
適
用
す
る
法
第
四
十
一
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
十
号
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
届
出
書
に
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
（
官
公
署
が
証

明
す
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
届
出
の
日
前
三
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に

限
る
。
）
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

商
号
を
変
更
し
た
場
合 

当
該
変
更
に
係
る
事
項
を
記
載
し
た
登
記
事

項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

二 

資
本
金
の
額
を
変
更
し
た
場
合 

当
該
変
更
に
係
る
事
項
を
記
載
し
た

［
項
を
加
え
る
。
］ 
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登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

三 

営
業
所
の
設
置
、
位
置
の
変
更
又
は
廃
止
を
し
た
場
合
（
第
九
号
に
掲

げ
る
場
合
を
除
く
。
） 

当
該
変
更
に
係
る
事
項
を
記
載
し
た
登
記
事
項

証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

四 

取
締
役
等
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合 

次
に
掲
げ
る
書
類 

イ 

新
た
に
取
締
役
等
に
な
っ
た
者
に
係
る
第
三
条
の
六
第
二
項
第
二
号

及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
書
類
並
び
に
当
該
変
更
に
係
る
同
項
第
五
号
に

掲
げ
る
書
類 

ロ 

新
た
に
取
締
役
等
に
な
っ
た
者
の
旧
氏
及
び
名
を
当
該
新
た
に
取
締

役
等
に
な
っ
た
者
の
氏
名
に
併
せ
て
当
該
変
更
届
出
書
に
記
載
し
た
場

合
に
お
い
て
、
イ
に
掲
げ
る
書
類
（
第
三
条
の
六
第
二
項
第
二
号
に
掲

げ
る
書
類
に
限
る
。
）
が
当
該
旧
氏
及
び
名
を
証
す
る
も
の
で
な
い
と

き
は
、
当
該
旧
氏
及
び
名
を
証
す
る
書
面 

五 

特
定
資
金
移
動
業
の
内
容
又
は
方
法
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合 

当
該
変

更
が
あ
っ
た
事
項
に
係
る
第
三
条
の
六
第
二
項
第
九
号
か
ら
第
十
二
号
ま

で
に
掲
げ
る
書
類 

六 

委
託
に
係
る
業
務
の
内
容
又
は
委
託
先
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合 
当
該

変
更
が
あ
っ
た
事
項
に
係
る
第
三
条
の
六
第
二
項
第
十
三
号
に
掲
げ
る
書

類 

七 

主
要
株
主
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合 

別
紙
様
式
第
一
号
の
六
に
よ
り
作

成
し
た
株
主
の
名
簿 

八 

信
託
業
以
外
の
行
っ
て
い
る
事
業
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合 

当
該
変
更

に
係
る
事
項
を
記
載
し
た
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 
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九 

法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法

第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
載
を
財
務
局
長
等
か
ら
受
け
て
い

る
特
定
信
託
会
社
が
本
店
の
所
在
地
を
他
の
財
務
局
長
等
の
管
轄
す
る
区

域
に
変
更
し
た
場
合 

第
三
号
に
定
め
る
書
類
及
び
当
該
変
更
前
に
交
付

を
受
け
た
第
七
条
の
登
載
済
通
知
書 

十 

認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
に
加
入
し
、
又
は
脱
退
し
た
場
合 

認
定

資
金
決
済
事
業
者
協
会
に
加
入
し
、
又
は
脱
退
し
た
事
実
が
確
認
で
き
る

書
面 

４ 

財
務
局
長
等
は
、
第
二
項
第
九
号
又
は
前
項
第
九
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お

け
る
第
二
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
第
二
項
第

九
号
又
は
前
項
第
九
号
の
他
の
財
務
局
長
等
に
当
該
届
出
が
あ
っ
た
旨
を
通

知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

        

３ 

財
務
局
長
等
は
、
前
項
第
九
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
同
項
の
規
定
に

よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
同
号
の
他
の
財
務
局
長
等
に
当
該
届
出
が
あ

っ
た
旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
受
け
た
財
務
局
長
等
は
、
通
知
を
受
け
た
事

項
を
資
金
移
動
業
者
登
録
簿
に
登
録
し
、
又
は
特
定
信
託
会
社
名
簿
に
登
載

す
る
と
と
も
に
、
当
該
届
出
を
し
た
者
に
対
し
第
七
条
の
登
録
済
通
知
書
又

は
登
載
済
通
知
書
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

４ 

前
項
の
通
知
を
受
け
た
財
務
局
長
等
は
、
通
知
を
受
け
た
事
項
を
資
金
移

動
業
者
登
録
簿
に
登
録
す
る
と
と
も
に
、
当
該
届
出
を
し
た
者
に
対
し
第
七

条
の
登
録
済
通
知
書
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
履
行
保
証
金
の
供
託
） 

第
十
一
条 

［
略
］ 

［
２
～
５ 

略
］ 

６ 

法
第
四
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
権
利
の
実
行
の
手
続
に
関
す
る
費
用

の
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
に
よ

り
算
出
し
た
額
と
す
る
。 

（
履
行
保
証
金
の
供
託
） 

第
十
一
条 

［
同
上
］ 

［
２
～
５ 

同
上
］ 

６ 
［
同
上
］ 
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一 

未
達
債
務
の
額
（
法
第
四
十
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

て
い
る
資
金
移
動
業
者
が
営
む
第
三
種
資
金
移
動
業
に
あ
っ
て
は
、
未
達

債
務
の
額
か
ら
当
該
未
達
債
務
の
額
に
預
貯
金
等
管
理
割
合
（
同
項
に
規

定
す
る
預
貯
金
等
管
理
割
合
を
い
う
。
第
二
十
一
条
の
四
第
五
項
第
四
号

及
び
第
五
号
並
び
に
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。

）
を
乗
じ
て
得
た
額
を
控
除
し
た
額
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
一
億

円
以
下
で
あ
る
と
き 

当
該
未
達
債
務
の
額
に
百
分
の
五
を
乗
じ
て
得
た

額 

二 

［
略
］ 

７ 

［
略
］ 

 

一 

未
達
債
務
の
額
（
法
第
四
十
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

て
い
る
資
金
移
動
業
者
が
営
む
第
三
種
資
金
移
動
業
に
あ
っ
て
は
、
未
達

債
務
の
額
か
ら
当
該
未
達
債
務
の
額
に
預
貯
金
等
管
理
割
合
（
同
項
に
規

定
す
る
預
貯
金
等
管
理
割
合
を
い
う
。
第
二
十
一
条
の
四
第
五
項
第
四
号

及
び
第
五
号
並
び
に
第
二
十
九
条
の
二
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
乗

じ
て
得
た
額
を
控
除
し
た
額
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
一
億
円
以
下

で
あ
る
と
き 

当
該
未
達
債
務
の
額
に
百
分
の
五
を
乗
じ
て
得
た
額 

 

二 

［
同
上
］ 

７ 

［
同
上
］ 

 

（
履
行
保
証
金
信
託
契
約
の
内
容
） 

第
十
九
条 

法
第
四
十
五
条
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

［
一
・
二 

略
］ 

三 

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
が
次
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
と
な

っ
た
場
合
に
は
、
信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
が
信
託
会
社
等
に
対
し
て
信

託
財
産
の
運
用
の
指
図
を
行
わ
な
い
こ
と
。 

イ 

［
略
］ 

ロ 

破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
等
が
行
わ
れ
た
と
き
。 

 

［
ハ
～
ホ 

略
］ 

［
四
～
十
三 

略
］ 

（
履
行
保
証
金
信
託
契
約
の
内
容
） 

第
十
九
条 

［
同
上
］ 

 

［
一
・
二 

同
上
］ 

三 

［
同
上
］ 

  

イ 

［
同
上
］ 

ロ 

破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
等
（
法
第
二
条
第
十
八
項
に
規
定
す
る
破

産
手
続
開
始
の
申
立
て
等
を
い
う
。
）
が
行
わ
れ
た
と
き
。 

［
ハ
～
ホ 

同
上
］ 

［
四
～
十
三 
同
上
］ 
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（
資
金
移
動
業
に
係
る
情
報
の
安
全
管
理
措
置
） 

第
二
十
四
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
そ
の
業
務
の
内
容
及
び
方
法
に
応
じ
、

資
金
移
動
業
に
係
る
電
子
情
報
処
理
組
織
の
管
理
を
十
分
に
行
う
た
め
の
措

置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
資
金
移
動
業
に
係
る
情
報
の
安
全
管
理
措
置
） 

第
二
十
四
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
そ
の
業
務
の
内
容
及
び
方
法
に
応
じ
、
資

金
移
動
業
に
係
る
電
子
情
報
処
理
組
織
の
管
理
を
十
分
に
行
う
た
め
の
措
置

を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
個
人
利
用
者
情
報
の
安
全
管
理
措
置
等
） 

第
二
十
五
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
そ
の
取
り
扱
う
個
人
で
あ
る
資
金
移
動

業
の
利
用
者
に
関
す
る
情
報
の
安
全
管
理
、
従
業
者
の
監
督
及
び
当
該
情
報

の
取
扱
い
を
委
託
す
る
場
合
に
は
そ
の
委
託
先
の
監
督
に
つ
い
て
、
当
該
情

報
の
漏
え
い
、
滅
失
又
は
毀
損
の
防
止
を
図
る
た
め
に
必
要
か
つ
適
切
な
措

置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
個
人
利
用
者
情
報
の
安
全
管
理
措
置
等
） 

第
二
十
五
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
そ
の
取
り
扱
う
個
人
で
あ
る
資
金
移
動
業

の
利
用
者
に
関
す
る
情
報
の
安
全
管
理
、
従
業
者
の
監
督
及
び
当
該
情
報
の

取
扱
い
を
委
託
す
る
場
合
に
は
そ
の
委
託
先
の
監
督
に
つ
い
て
、
当
該
情
報

の
漏
え
い
、
滅
失
又
は
毀
損
の
防
止
を
図
る
た
め
に
必
要
か
つ
適
切
な
措
置

を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
個
人
利
用
者
情
報
の
漏
え
い
等
の
報
告
） 

第
二
十
五
条
の
二 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
そ
の
取
り
扱
う
個
人
で
あ
る
資
金

移
動
業
の
利
用
者
に
関
す
る
情
報
（
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平

成
十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
十
六
条
第
三
項
に
規
定
す
る
個
人
デ
ー
タ

に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
の
漏
え
い
、
滅
失
若
し
く
は
毀
損
が
発
生
し

、
又
は
発
生
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
事
態
が
生
じ
た
と
き
は
、
当
該
事
態
が
生

じ
た
旨
を
財
務
局
長
等
に
速
や
か
に
報
告
す
る
こ
と
そ
の
他
の
適
切
な
措
置

を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
個
人
利
用
者
情
報
の
漏
え
い
等
の
報
告
） 

第
二
十
五
条
の
二 

資
金
移
動
業
者
は
、
そ
の
取
り
扱
う
個
人
で
あ
る
資
金
移

動
業
の
利
用
者
に
関
す
る
情
報
（
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成

十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
十
六
条
第
三
項
に
規
定
す
る
個
人
デ
ー
タ
に

該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
の
漏
え
い
、
滅
失
若
し
く
は
毀
損
が
発
生
し
、

又
は
発
生
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
事
態
が
生
じ
た
と
き
は
、
当
該
事
態
が
生
じ

た
旨
を
財
務
局
長
等
に
速
や
か
に
報
告
す
る
こ
と
そ
の
他
の
適
切
な
措
置
を

講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
特
別
の
非
公
開
情
報
の
取
扱
い
） 

（
特
別
の
非
公
開
情
報
の
取
扱
い
） 
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第
二
十
六
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
そ
の
取
り
扱
う
個
人
で
あ
る
資
金
移
動

業
の
利
用
者
に
関
す
る
人
種
、
信
条
、
門
地
、
本
籍
地
、
保
健
医
療
又
は
犯

罪
経
歴
に
つ
い
て
の
情
報
そ
の
他
の
特
別
の
非
公
開
情
報
（
そ
の
業
務
上
知

り
得
た
公
表
さ
れ
て
い
な
い
情
報
を
い
う
。
）
を
取
り
扱
う
と
き
は
、
適
切

な
業
務
の
運
営
の
確
保
そ
の
他
必
要
と
認
め
ら
れ
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た

め
に
利
用
し
な
い
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

 

第
二
十
六
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
そ
の
取
り
扱
う
個
人
で
あ
る
資
金
移
動
業

の
利
用
者
に
関
す
る
人
種
、
信
条
、
門
地
、
本
籍
地
、
保
健
医
療
又
は
犯
罪

経
歴
に
つ
い
て
の
情
報
そ
の
他
の
特
別
の
非
公
開
情
報
（
そ
の
業
務
上
知
り

得
た
公
表
さ
れ
て
い
な
い
情
報
を
い
う
。
）
を
取
り
扱
う
と
き
は
、
適
切
な

業
務
の
運
営
の
確
保
そ
の
他
必
要
と
認
め
ら
れ
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め

に
利
用
し
な
い
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。 
 

（
委
託
業
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
） 

第
二
十
七
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
資
金
移
動
業
の
一
部
を
第
三
者
に
委
託

す
る
場
合
に
は
、
委
託
す
る
業
務
の
内
容
に
応
じ
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講

じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

［
一
～
四 

略
］ 

五 

資
金
移
動
業
者
等
の
業
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
し
、
当
該

業
務
に
係
る
利
用
者
の
保
護
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該

業
務
の
委
託
に
係
る
契
約
の
変
更
又
は
解
除
を
す
る
等
の
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
た
め
の
措
置 

 

（
委
託
業
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
） 

第
二
十
七
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
資
金
移
動
業
の
一
部
を
第
三
者
に
委
託
す

る
場
合
に
は
、
委
託
す
る
業
務
の
内
容
に
応
じ
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
じ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

［
一
～
四 

同
上
］ 

五 

資
金
移
動
業
者
の
業
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
し
、
当
該
業

務
に
係
る
利
用
者
の
保
護
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
業

務
の
委
託
に
係
る
契
約
の
変
更
又
は
解
除
を
す
る
等
の
必
要
な
措
置
を
講

ず
る
た
め
の
措
置 

 

（
銀
行
等
が
行
う
為
替
取
引
と
の
誤
認
防
止
） 

第
二
十
八
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で
為
替

取
引
を
行
う
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
書
面
の
交
付

そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
銀
行
等
が
行
う
為
替
取
引
と
の
誤
認
を
防

止
す
る
た
め
の
説
明
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
銀
行
等
が
行
う
為
替
取
引
と
の
誤
認
防
止
） 

第
二
十
八
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で
為
替
取

引
を
行
う
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
書
面
の
交
付
そ

の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
銀
行
等
が
行
う
為
替
取
引
と
の
誤
認
を
防
止

す
る
た
め
の
説
明
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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２ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
前
項
に
規
定
す
る
説
明
を
行
う
場
合
に
は
、
次
に

掲
げ
る
事
項
を
説
明
す
る
も
の
と
す
る
。 

［
一
～
四 

略
］ 

 

２ 

資
金
移
動
業
者
は
、
前
項
に
規
定
す
る
説
明
を
行
う
場
合
に
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
を
説
明
す
る
も
の
と
す
る
。 

［
一
～
四 

同
上
］ 

 

（
利
用
者
に
対
す
る
情
報
の
提
供
） 

第
二
十
九
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
（
資
金
移
動
業

関
係
業
者
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
か
ら
第
三
十
条
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）

と
の
間
で
為
替
取
引
を
行
う
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に

応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
に
よ
り
、
当
該
為
替
取
引
に
係
る
契
約
の

内
容
に
つ
い
て
の
情
報
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

為
替
取
引
を
継
続
的
に
又
は
反
復
し
て
行
う
こ
と
を
内
容
と
す
る
契
約

を
締
結
す
る
こ
と
な
く
為
替
取
引
を
行
う
場
合 

為
替
取
引
に
係
る
指
図

を
行
う
利
用
者
に
対
し
て
次
に
掲
げ
る
事
項
を
明
示
す
る
方
法 

［
イ
～
ニ 

略
］ 

ホ 

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
事
項 

⑴ 

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て

は
、
指
定
特
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
。
ホ
に
お
い
て
同
じ

。
）
が
存
在
す
る
場
合 

当
該
資
金
移
動
業
者
等
が
法
第
五
十
一
条

の
四
第
一
項
第
一
号
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り

読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
定
め
る
手
続
実
施
基
本

契
約
を
締
結
す
る
措
置
を
講
ず
る
当
該
手
続
実
施
基
本
契
約
の
相
手

方
で
あ
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
の
商
号
又
は
名
称 

⑵ 

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合 

当
該

（
利
用
者
に
対
す
る
情
報
の
提
供
） 

第
二
十
九
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で
為
替
取

引
を
行
う
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号

に
定
め
る
方
法
に
よ
り
、
当
該
為
替
取
引
に
係
る
契
約
の
内
容
に
つ
い
て
の

情
報
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

［
同
上
］ 

  

［
イ
～
ニ 

同
上
］ 

ホ 

［
同
上
］ 

⑴ 

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
す
る
場
合 

当
該
資

金
移
動
業
者
が
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
定
め
る
手
続

実
施
基
本
契
約
を
締
結
す
る
措
置
を
講
ず
る
当
該
手
続
実
施
基
本
契

約
の
相
手
方
で
あ
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
の
商
号
又

は
名
称 

  
⑵ 

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合 

当
該
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資
金
移
動
業
者
等
の
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項
第
二
号
（
法
第
三

十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
に
定
め
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解
決
措
置
の
内
容 

ヘ 
［
略
］ 

二 

［
略
］ 

資
金
移
動
業
者
の
法
第
五
十
一
条
の
四
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
苦

情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解
決
措
置
の
内
容 

 ヘ 

［
同
上
］ 

二 

［
同
上
］ 

２ 

［
略
］ 

３ 

第
一
項
の
為
替
取
引
に
つ
い
て
当
該
為
替
取
引
に
係
る
電
子
決
済
手
段
等

取
引
業
者
が
利
用
者
に
対
し
同
項
の
規
定
に
準
じ
て
情
報
を
提
供
し
た
と
き

は
、
資
金
移
動
業
者
等
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
利
用
者
に

対
し
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。 

 

２ 

［
同
上
］ 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

   
 

第
二
十
九
条
の
二 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で

為
替
取
引
を
行
う
と
き
は
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
書
面
の
交
付
そ
の
他
の

適
切
な
方
法
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、

第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
の
情
報
を

提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

そ
の
営
む
資
金
移
動
業
の
種
別
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
法
第

三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
四
十

条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
額
を
超
え
る
資
金
の
移
動
に
係
る
特
定
信
託

為
替
取
引
を
業
と
し
て
営
む
と
き
は
、
そ
の
旨
） 

［
二
～
六 

略
］ 

２ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で
電
子
決
済
手
段

の
発
行
に
よ
る
為
替
取
引
を
行
う
場
合
又
は
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
が

第
二
十
九
条
の
二 

資
金
移
動
業
者
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で
為

替
取
引
を
行
う
と
き
は
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
書
面
の
交
付
そ
の
他
の
適

切
な
方
法
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
情
報
を
提
供
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

そ
の
営
む
資
金
移
動
業
の
種
別 

   
［
二
～
六 

同
上
］ 

［
項
を
加
え
る
。
］ 
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当
該
利
用
者
と
の
間
で
当
該
為
替
取
引
に
係
る
法
第
二
条
第
十
項
第
四
号
に

掲
げ
る
行
為
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て

の
情
報
を
提
供
す
る
と
き
は
、
同
時
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
情

報
も
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

当
該
資
金
移
動
業
者
等
そ
の
他
の
者
の
業
務
又
は
財
産
の
状
況
の
変
化

を
直
接
の
原
因
と
し
て
損
失
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨

及
び
そ
の
理
由 

二 

前
号
及
び
次
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
当
該
資
金
移

動
業
に
つ
い
て
利
用
者
の
判
断
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
と
な
る
重
要
な
事

由
を
直
接
の
原
因
と
し
て
損
失
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の

旨
及
び
そ
の
理
由 

三 

そ
の
他
当
該
資
金
移
動
業
の
内
容
に
関
し
参
考
と
な
る
と
認
め
ら
れ
る

事
項 

３ 

前
二
項
の
為
替
取
引
に
つ
い
て
当
該
為
替
取
引
に
係
る
電
子
決
済
手
段
等

取
引
業
者
が
利
用
者
に
対
し
こ
れ
ら
の
規
定
に
準
じ
て
情
報
を
提
供
し
た
と

き
は
、
資
金
移
動
業
者
等
は
、
当
該
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
利
用
者
に

対
し
、
当
該
規
定
に
よ
り
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。 

 

（
電
子
決
済
手
段
の
内
容
に
関
す
る
説
明
） 

第
二
十
九
条
の
三 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で

電
子
決
済
手
段
の
発
行
に
よ
る
為
替
取
引
を
行
う
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、

当
該
利
用
者
に
対
し
、
書
面
の
交
付
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
電
子

決
済
手
段
の
内
容
に
関
す
る
説
明
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

             

［
項
を
加
え
る
。
］ 

     
［
条
を
加
え
る
。
］ 
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２ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
前
項
に
規
定
す
る
説
明
を
行
う
場
合
に
は
、
次
に

掲
げ
る
事
項
を
説
明
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 
電
子
決
済
手
段
は
本
邦
通
貨
又
は
外
国
通
貨
で
は
な
い
こ
と
。 

二 

電
子
決
済
手
段
の
価
値
の
変
動
を
直
接
の
原
因
と
し
て
損
失
が
生
ず
る

お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由 

三 

電
子
決
済
手
段
は
代
価
の
弁
済
を
受
け
る
者
の
同
意
が
あ
る
場
合
に
限

り
代
価
の
弁
済
の
た
め
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。 

四 

発
行
す
る
電
子
決
済
手
段
の
概
要
及
び
特
性
（
当
該
電
子
決
済
手
段
の

移
転
の
確
定
す
る
時
期
及
び
そ
の
根
拠
を
含
む
。
） 

五 

当
該
資
金
移
動
業
者
等
に
対
す
る
償
還
請
求
権
の
内
容
及
び
そ
の
行
使

に
係
る
手
続 

六 

そ
の
他
電
子
決
済
手
段
の
内
容
に
関
し
参
考
と
な
る
と
認
め
ら
れ
る
事

項 

３ 

第
一
項
の
為
替
取
引
に
つ
い
て
当
該
為
替
取
引
に
係
る
電
子
決
済
手
段
等

取
引
業
者
が
利
用
者
に
対
し
前
二
項
の
規
定
に
準
じ
て
第
一
項
に
規
定
す
る

説
明
を
行
っ
た
と
き
は
、
資
金
移
動
業
者
等
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
同
項
に
規
定
す
る
説
明
を
行
う
こ
と
を
要
し
な

い
。 

 

（
受
取
証
書
の
交
付
） 

第
三
十
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
そ
の
行
う
為
替
取
引
に
関
し
、
資
金
移
動

業
の
利
用
者
か
ら
金
銭
そ
の
他
の
資
金
を
受
領
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、

次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
当
該
利
用
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な

（
受
取
証
書
の
交
付
） 

第
三
十
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
そ
の
行
う
為
替
取
引
に
関
し
、
資
金
移
動
業

の
利
用
者
か
ら
金
銭
そ
の
他
の
資
金
を
受
領
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
当
該
利
用
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

 25 



ら
な
い
。
た
だ
し
、
資
金
移
動
業
者
が
、
為
替
証
書
等
を
発
行
し
て
為
替
取

引
を
行
う
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

一 
資
金
移
動
業
者
等
の
商
号
及
び
登
録
番
号
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て

は
、
届
出
受
理
番
号
） 

［
二
・
三 
略
］ 

な
い
。
た
だ
し
、
資
金
移
動
業
者
が
、
為
替
証
書
等
を
発
行
し
て
為
替
取
引

を
行
う
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

一 

資
金
移
動
業
者
の
商
号
及
び
登
録
番
号 

 

［
二
・
三 

同
上
］ 

２ 

［
略
］ 

２ 

［
同
上
］ 

３ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
書
面
の
交
付
に
代
え
て
、
次

項
の
規
定
に
よ
り
当
該
利
用
者
の
承
諾
を
得
て
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事

項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て

、
資
金
移
動
業
者
等
は
、
同
項
に
規
定
す
る
書
面
の
交
付
を
行
っ
た
も
の
と

み
な
す
。 

３ 

資
金
移
動
業
者
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
書
面
の
交
付
に
代
え
て
、
次
項

の
規
定
に
よ
り
当
該
利
用
者
の
承
諾
を
得
て
、
第
一
項
に
掲
げ
る
事
項
を
電

磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
資
金

移
動
業
者
は
、
同
項
に
規
定
す
る
書
面
の
交
付
を
行
っ
た
も
の
と
み
な
す
。 

４ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

を
提
供
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
そ

の
用
い
る
電
磁
的
方
法
の
種
類
及
び
内
容
を
示
し
、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法

に
よ
る
承
諾
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

資
金
移
動
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
第
一
項
に
掲
げ
る
事
項
を
提
供

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
そ
の
用
い

る
電
磁
的
方
法
の
種
類
及
び
内
容
を
示
し
、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る

承
諾
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

前
項
に
規
定
す
る
承
諾
を
得
た
資
金
移
動
業
者
等
は
、
当
該
利
用
者
か
ら

書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
り
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提
供
を
受
け
な
い
旨
の

申
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事

項
の
提
供
を
電
磁
的
方
法
に
よ
っ
て
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
利

用
者
が
再
び
前
項
の
規
定
に
よ
る
承
諾
を
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い

。 

５ 

前
項
に
規
定
す
る
承
諾
を
得
た
資
金
移
動
業
者
は
、
当
該
利
用
者
か
ら
書

面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
り
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提
供
を
受
け
な
い
旨
の
申

出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
第
一
項
に
掲
げ
る
事
項
の
提

供
を
電
磁
的
方
法
に
よ
っ
て
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
利
用
者
が

再
び
前
項
の
規
定
に
よ
る
承
諾
を
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

［
６
～
８ 

略
］ 

９ 

第
一
項
の
為
替
取
引
に
つ
い
て
当
該
為
替
取
引
に
係
る
電
子
決
済
手
段
等

［
６
～
８ 
同
上
］ 

［
項
を
加
え
る
。
］ 
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取
引
業
者
が
利
用
者
に
対
し
前
各
項
の
規
定
に
準
じ
て
第
一
項
に
規
定
す
る

書
面
の
交
付
を
行
っ
た
と
き
は
、
資
金
移
動
業
者
等
は
、
同
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
当
該
利
用
者
に
対
し
、
同
項
に
規
定
す
る
書
面
の
交
付
を
行
う

こ
と
を
要
し
な
い
。 

 

 

（
為
替
取
引
に
用
い
ら
れ
る
こ
と
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
利
用
者
の
資
金
を

保
有
し
な
い
た
め
の
措
置
） 

第
三
十
条
の
二 

資
金
移
動
業
者
（
第
二
種
資
金
移
動
業
を
営
む
者
に
限
る
。

次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
各
利
用
者
に
対
し
て
負
担
し
て
い
る
為
替
取

引
（
第
二
種
資
金
移
動
業
に
係
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
に
関
す
る
債
務
の
額
が
、
令
第
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規

定
す
る
額
を
超
え
る
場
合
は
、
当
該
債
務
に
係
る
債
権
者
で
あ
る
利
用
者
の

資
金
（
第
二
種
資
金
移
動
業
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
が
為
替
取
引
に
用
い

ら
れ
る
も
の
で
あ
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
た
め
の
体
制
を
整
備
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

（
為
替
取
引
に
用
い
ら
れ
る
こ
と
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
利
用
者
の
資
金
を

保
有
し
な
い
た
め
の
措
置
） 

第
三
十
条
の
二 

資
金
移
動
業
者
（
第
二
種
資
金
移
動
業
を
営
む
者
に
限
る
。

）
は
、
各
利
用
者
に
対
し
て
負
担
し
て
い
る
為
替
取
引
（
第
二
種
資
金
移
動

業
に
係
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
関
す
る
債
務

の
額
が
、
令
第
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
額
を
超
え
る
場
合
は
、
当

該
債
務
に
係
る
債
権
者
で
あ
る
利
用
者
の
資
金
（
第
二
種
資
金
移
動
業
に
係

る
も
の
に
限
る
。
）
が
為
替
取
引
に
用
い
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
か
ど
う
か
を

確
認
す
る
た
め
の
体
制
を
整
備
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

資
金
移
動
業
者
が
電
子
決
済
手
段
の
発
行
に
よ
る
為
替
取
引
を
行
う
場
合

に
お
け
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
に
対
し
て
負
担
し

て
い
る
為
替
取
引
（
第
二
種
資
金
移
動
業
に
係
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の

項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
関
す
る
債
務
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
の

電
子
決
済
手
段
（
当
該
資
金
移
動
業
者
が
発
行
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
電
子

決
済
手
段
等
取
引
業
者
が
利
用
者
（
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
を
除
く
。

）
の
た
め
に
電
子
決
済
手
段
の
管
理
（
法
第
二
条
第
十
項
に
規
定
す
る
電
子

決
済
手
段
の
管
理
を
い
う
。
）
を
行
う
場
合
に
お
け
る
当
該
電
子
決
済
手
段

［
項
を
加
え
る
。
］ 
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に
限
る
。
）
の
履
行
等
金
額
（
第
三
条
の
七
に
規
定
す
る
履
行
等
金
額
を
い

う
。
）
」
と
、
「
債
務
に
係
る
債
権
者
で
あ
る
」
と
あ
る
の
は
「
電
子
決
済

手
段
に
係
る
」
と
す
る
。 

３ 

［
略
］ 

 

   

２ 

［
同
上
］ 

 

（
二
以
上
の
種
別
の
資
金
移
動
業
を
営
む
場
合
等
に
必
要
な
措
置
） 

第
三
十
条
の
四 

二
以
上
の
種
別
の
資
金
移
動
業
を
営
む
資
金
移
動
業
者
は
、

各
利
用
者
（
資
金
移
動
業
関
係
業
者
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お

い
て
同
じ
。
）
に
対
し
て
負
担
す
る
資
金
移
動
業
の
種
別
ご
と
の
為
替
取
引

に
関
す
る
債
務
の
額
そ
の
他
の
各
利
用
者
の
資
金
移
動
業
の
種
別
ご
と
の
利

用
状
況
を
当
該
各
利
用
者
が
容
易
に
知
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め

の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

資
金
移
動
業
及
び
特
定
資
金
移
動
業
を
営
む
特
定
信
託
会
社
は
、
各
利
用

者
に
対
し
て
負
担
す
る
資
金
移
動
業
及
び
特
定
資
金
移
動
業
の
そ
れ
ぞ
れ
の

為
替
取
引
に
関
す
る
債
務
の
額
そ
の
他
の
各
利
用
者
の
資
金
移
動
業
及
び
特

定
資
金
移
動
業
の
そ
れ
ぞ
れ
の
利
用
状
況
を
当
該
各
利
用
者
が
容
易
に
知
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
二
以
上
の
種
別
の
資
金
移
動
業
を
営
む
場
合
に
必
要
な
措
置
） 

第
三
十
条
の
四 

二
以
上
の
種
別
の
資
金
移
動
業
を
営
む
資
金
移
動
業
者
は
、

各
利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
資
金
移
動
業
の
種
別
ご
と
の
為
替
取
引
に
関

す
る
債
務
の
額
そ
の
他
の
各
利
用
者
の
資
金
移
動
業
の
種
別
ご
と
の
利
用
状

況
を
当
該
各
利
用
者
が
容
易
に
知
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
措

置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

 

３ 

［
略
］ 

 
２ 

［
同
上
］ 

 

（
そ
の
他
利
用
者
保
護
を
図
る
た
め
の
措
置
等
） 

第
三
十
一
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
の
保
護
を
図
り

、
及
び
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
、
次
に
掲

げ
る
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
そ
の
他
利
用
者
保
護
を
図
る
た
め
の
措
置
等
） 

第
三
十
一
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
の
保
護
を
図
り
、

及
び
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 28 



一 

［
略
］ 

二 

電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
い
る
電
子
計
算
機
を
利
用
し
て
、
資
金
移

動
業
の
利
用
者
と
為
替
取
引
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
利
用
者
が

当
該
資
金
移
動
業
者
等
と
他
の
者
を
誤
認
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
の

適
切
な
措
置 

［
三
・
四 

略
］ 

五 

資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で
電
子
決
済
手
段
の
発
行
に
よ
る
為
替

取
引
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
電
子
決
済
手
段
の
特
性
及
び
自
己
の
業

務
体
制
に
照
ら
し
て
、
利
用
者
の
保
護
又
は
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確

実
な
遂
行
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
電
子
決
済
手

段
を
発
行
し
な
い
た
め
に
必
要
な
措
置 

六 

特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
発
行
す
る
特
定
信
託
受
益
権
に
係

る
信
託
財
産
の
全
部
を
令
第
十
六
条
第
一
項
に
定
め
る
要
件
を
満
た
す
銀

行
等
に
対
す
る
預
貯
金
に
よ
り
管
理
す
る
た
め
の
適
切
な
措
置 

 

一 

［
同
上
］ 

二 

電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
い
る
電
子
計
算
機
を
利
用
し
て
、
資
金
移

動
業
の
利
用
者
と
為
替
取
引
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
利
用
者
が

当
該
資
金
移
動
業
者
と
他
の
者
を
誤
認
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
の
適

切
な
措
置 

［
三
・
四 

同
上
］ 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

    

［
号
を
加
え
る
。
］ 

 

（
社
内
規
則
等
） 

第
三
十
二
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
そ
の
業
務
の
内
容
及
び
方
法
に
応
じ
、

資
金
移
動
業
の
利
用
者
の
保
護
を
図
り
、
及
び
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確

実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
（
当
該
資
金
移
動
業
者
等
が
講
ず
る
法

第
五
十
一
条
の
四
第
一
項
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読

み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
定
め
る
措
置
の
内
容
の
説
明
及
び

犯
罪
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
を
含
む
。
）
に
関
す
る
社
内
規
則
等
を
定
め

る
と
と
も
に
、
従
業
者
に
対
す
る
研
修
、
委
託
先
に
対
す
る
指
導
そ
の
他
の

（
社
内
規
則
等
） 

第
三
十
二
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
そ
の
業
務
の
内
容
及
び
方
法
に
応
じ
、
資

金
移
動
業
の
利
用
者
の
保
護
を
図
り
、
及
び
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確
実

な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
（
当
該
資
金
移
動
業
者
が
講
ず
る
法
第
五

十
一
条
の
四
第
一
項
に
定
め
る
措
置
の
内
容
の
説
明
及
び
犯
罪
を
防
止
す
る

た
め
の
措
置
を
含
む
。
）
に
関
す
る
社
内
規
則
等
を
定
め
る
と
と
も
に
、
従

業
者
に
対
す
る
研
修
、
委
託
先
に
対
す
る
指
導
そ
の
他
の
当
該
社
内
規
則
等

に
基
づ
い
て
業
務
が
運
営
さ
れ
る
た
め
の
十
分
な
体
制
を
整
備
し
な
け
れ
ば
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当
該
社
内
規
則
等
に
基
づ
い
て
業
務
が
運
営
さ
れ
る
た
め
の
十
分
な
体
制
を

整
備
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

な
ら
な
い
。 

 
（
資
金
移
動
業
に
関
す
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解
決
措
置
） 

第
三
十
二
条
の
四 

法
第
五
十
一
条
の
四
第
四
項
に
規
定
す
る
苦
情
処
理
措
置

と
し
て
内
閣
府
令
で
定
め
る
措
置
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
と
す
る
。 

一 

次
に
掲
げ
る
全
て
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。 

イ 

資
金
移
動
業
関
連
苦
情
（
法
第
百
一
条
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
銀
行
法
第
二
条
第
二
十
八
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
等

関
連
苦
情
の
う
ち
法
第
二
条
第
二
十
五
項
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二

項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
第
一
号

に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
務
（
法
第
三
十
七
条
の

二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

特
定
資
金
移
動
業
務
。
同
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
関
す
る
も
の
を
い

う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
処
理
に
関
す
る

業
務
を
公
正
か
つ
的
確
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
業
務
運
営
体
制
を
整
備

す
る
こ
と
。 

［
ロ
・
ハ 

略
］ 

［
二
～
五 

略
］ 

（
資
金
移
動
業
に
関
す
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解
決
措
置
） 

第
三
十
二
条
の
四 

［
同
上
］ 

 

一 

［
同
上
］ 

イ 

資
金
移
動
業
関
連
苦
情
（
法
第
百
一
条
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
銀
行
法
第
二
条
第
二
十
二
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
等

関
連
苦
情
の
う
ち
法
第
二
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
務
に

関
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

の
処
理
に
関
す
る
業
務
を
公
正
か
つ
的
確
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
業
務

運
営
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。 

    

［
ロ
・
ハ 

同
上
］ 

［
二
～
五 

同
上
］ 

２ 

［
略
］ 

２ 
［
同
上
］ 

３ 

前
二
項
（
第
一
項
第
五
号
及
び
前
項
第
四
号
に
限
る
。
）
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
資
金
移
動
業
者
等
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
法
人

が
実
施
す
る
手
続
に
よ
り
資
金
移
動
業
関
連
苦
情
の
処
理
又
は
資
金
移
動
業

３ 
前
二
項
（
第
一
項
第
五
号
及
び
前
項
第
四
号
に
限
る
。
）
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
資
金
移
動
業
者
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
法
人
が

実
施
す
る
手
続
に
よ
り
資
金
移
動
業
関
連
苦
情
の
処
理
又
は
資
金
移
動
業
関
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関
連
紛
争
の
解
決
を
図
っ
て
は
な
ら
な
い
。 

 
［
一
～
三 

略
］ 

連
紛
争
の
解
決
を
図
っ
て
は
な
ら
な
い
。 

［
一
～
三 

同
上
］ 

 
 

（
資
金
移
動
業
に
関
す
る
帳
簿
書
類
の
作
成
及
び
保
存
） 

第
三
十
三
条 
法
第
五
十
二
条
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
に
関
す
る
帳
簿
書
類

は
、
次
に
掲
げ
る
帳
簿
書
類
と
す
る
。 

［
一
～
十 

略
］ 

十
一 

特
定
信
託
会
社
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
記
録 

イ 

各
営
業
日
に
お
け
る
当
該
特
定
信
託
会
社
が
発
行
し
た
特
定
信
託
受

益
権
の
履
行
等
金
額
の
合
計
額
の
記
録 

ロ 

各
営
業
日
に
お
け
る
特
定
信
託
口
口
座
に
よ
り
管
理
す
る
金
銭
の
額

の
記
録 

（
資
金
移
動
業
に
関
す
る
帳
簿
書
類
の
作
成
及
び
保
存
） 

第
三
十
三
条 

［
同
上
］ 

 

［
一
～
十 

同
上
］ 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

 

２ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
帳
簿
の
閉
鎖
の
日
か
ら
、
前
項
第
一
号
か
ら
第
三

号
ま
で
に
掲
げ
る
帳
簿
書
類
に
あ
っ
て
は
少
な
く
と
も
十
年
間
、
同
項
第
四

号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
帳
簿
書
類
に
あ
っ
て
は
少
な
く
と
も
五
年

間
、
当
該
帳
簿
書
類
を
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

２ 

資
金
移
動
業
者
は
、
帳
簿
の
閉
鎖
の
日
か
ら
、
前
項
第
一
号
か
ら
第
三
号

ま
で
に
掲
げ
る
帳
簿
書
類
に
あ
っ
て
は
少
な
く
と
も
十
年
間
、
同
項
第
四
号

か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
帳
簿
書
類
に
あ
っ
て
は
少
な
く
と
も
五
年
間
、

当
該
帳
簿
書
類
を
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
資
金
移
動
業
に
関
す
る
報
告
書
） 

第
三
十
四
条 

法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
報
告
書
は
、
事
業
概
況
書
及
び
資
金

移
動
業
の
種
別
ご
と
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
特
定
資
金
移
動
業
を

含
む
。
）
の
収
支
の
状
況
を
記
載
し
た
書
面
に
分
け
て
、
別
紙
様
式
第
十
九

号
（
外
国
資
金
移
動
業
者
又
は
外
国
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
別
紙
様
式
第

二
十
号
）
に
よ
り
作
成
し
て
、
事
業
年
度
（
外
国
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、

（
資
金
移
動
業
に
関
す
る
報
告
書
） 

第
三
十
四
条 

法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
資
金
移
動
業
に
関
す
る
報
告
書
は
、

事
業
概
況
書
及
び
資
金
移
動
業
の
種
別
ご
と
の
収
支
の
状
況
を
記
載
し
た
書

面
に
分
け
て
、
別
紙
様
式
第
十
九
号
（
外
国
資
金
移
動
業
者
に
あ
っ
て
は
、

別
紙
様
式
第
二
十
号
）
に
よ
り
作
成
し
て
、
事
業
年
度
の
末
日
か
ら
三
月
以

内
に
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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毎
年
四
月
か
ら
翌
年
三
月
ま
で
の
期
間
。
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

の
末
日
か
ら
三
月
以
内
に
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

 

（
未
達
債
務
の
額
等
に
関
す
る
報
告
書
） 

第
三
十
五
条 
法
第
五
十
三
条
第
二
項
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定

に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に

規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
期
間
は
、
事
業
年
度
の
期
間
を
三
月
ご
と
に

区
分
し
た
各
期
間
（
最
後
に
三
月
未
満
の
期
間
を
生
じ
た
と
き
は
、
そ
の
三

月
未
満
の
期
間
。
次
項
並
び
に
次
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
二
項
第
二
号
ニ

に
お
い
て
「
報
告
対
象
期
間
」
と
い
う
。
）
と
す
る
。 

２ 

法
第
五
十
三
条
第
二
項
の
報
告
書
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
号
に
よ
り
作

成
し
て
、
報
告
対
象
期
間
経
過
後
一
月
以
内
に
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
報
告
書
の
添
付
書
類
） 

第
三
十
五
条
の
二 

法
第
五
十
三
条
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で

定
め
る
書
類
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に

定
め
る
書
類
と
す
る
。 

一 

法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
報
告
書
を
提
出
す
る
場
合 

次
に
掲
げ
る
書

類 ［
イ
・
ロ 

略
］ 

二 

法
第
五
十
三
条
第
二
項
の
報
告
書
を
提
出
す
る
場
合 

次
に
掲
げ
る
書

類 

（
未
達
債
務
の
額
等
に
関
す
る
報
告
書
） 

第
三
十
五
条 

法
第
五
十
三
条
第
二
項
の
報
告
書
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
号

に
よ
り
作
成
し
、
毎
年
三
月
三
十
一
日
、
六
月
三
十
日
、
九
月
三
十
日
及
び

十
二
月
三
十
一
日
（
以
下
こ
の
条
並
び
に
次
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
二
項

第
二
号
に
お
い
て
「
報
告
基
準
日
」
と
い
う
。
）
ご
と
に
、
当
該
報
告
基
準

日
か
ら
一
月
以
内
に
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

     

（
報
告
書
の
添
付
書
類
） 

第
三
十
五
条
の
二 

［
同
上
］ 

  

一 

法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
資
金
移
動
業
に
関
す
る
報
告
書
を
提
出
す
る

場
合 

次
に
掲
げ
る
書
類 

［
イ
・
ロ 

同
上
］ 

二 

［
同
上
］ 
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イ 

当
該
報
告
書
に
係
る
報
告
対
象
期
間
に
法
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
供
託
を
し
た
場
合
に
は
、
供
託
に
係
る
供
託
書
正
本
の
写
し 

   

［
ロ
～
ニ 
略
］ 

ホ 

報
告
対
象
期
間
の
末
日
（
ホ
及
び
次
項
第
二
号
に
お
い
て
「
報
告
基

準
日
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
で
あ
っ
た
場

合
に
は
、
信
託
会
社
等
が
発
行
す
る
当
該
報
告
書
に
係
る
報
告
基
準
日

に
お
け
る
信
託
財
産
の
額
を
証
明
す
る
書
面 

２ 

法
第
五
十
三
条
第
三
項
第
二
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は

、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と

す
る
。 

一 

法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
報
告
書
を
提
出
す
る
場
合 

前
項
第
一
号
イ

に
掲
げ
る
書
類
及
び
当
該
書
類
に
つ
い
て
の
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人

の
監
査
報
告
書 

二 

［
略
］ 

３ 

［
略
］ 

 

（
公
告
の
方
法
） 

第
三
十
六
条 

法
第
五
十
六
条
第
二
項
及
び
第
五
十
八
条
（
法
第
三
十
七
条
の

二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定

に
よ
る
公
告
は
、
官
報
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

イ 

当
該
報
告
書
に
係
る
報
告
基
準
日
の
直
前
の
報
告
基
準
日
の
翌
日
か

ら
当
該
報
告
書
に
係
る
報
告
基
準
日
ま
で
の
間
（
以
下
こ
の
号
及
び
次

項
第
二
号
ニ
に
お
い
て
「
報
告
対
象
期
間
」
と
い
う
。
）
に
法
第
四
十

三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
供
託
を
し
た
場
合
に
は
、
供
託
に
係
る
供

託
書
正
本
の
写
し 

［
ロ
～
ニ 

同
上
］ 

ホ 

報
告
基
準
日
に
お
い
て
信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
で
あ
っ
た
場
合
に

は
、
信
託
会
社
等
が
発
行
す
る
当
該
報
告
書
に
係
る
報
告
基
準
日
に
お

け
る
信
託
財
産
の
額
を
証
明
す
る
書
面 

 ２ 

［
同
上
］ 

  

一 

法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
資
金
移
動
業
に
関
す
る
報
告
書
を
提
出
す
る

場
合 

前
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
書
類
及
び
当
該
書
類
に
つ
い
て
の
公
認

会
計
士
又
は
監
査
法
人
の
監
査
報
告
書 

二 

［
同
上
］ 

３ 

［
同
上
］ 

 
（
公
告
の
方
法
） 

第
三
十
六
条 

法
第
五
十
六
条
第
二
項
及
び
第
五
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
公
告

は
、
官
報
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 
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（
廃
止
の
届
出
等
） 

第
三
十
八
条 

法
第
六
十
一
条
第
一
項
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定

に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
第
四
号
に
お
い
て
同
じ

。
）
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
四
号

に
よ
り
作
成
し
た
届
出
書
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
廃
止
の
届
出
等
） 

第
三
十
八
条 

法
第
六
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る

者
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
四
号
に
よ
り
作
成
し
た
届
出
書
を
金
融
庁
長
官
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

［
略
］ 

二 

登
録
年
月
日
及
び
登
録
番
号
（
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
届
出
年

月
日
及
び
届
出
受
理
番
号
） 

［
三
～
七 

略
］ 

２ 

［
同
上
］ 

一 

［
同
上
］ 

二 

登
録
年
月
日
及
び
登
録
番
号 

 

［
三
～
七 

同
上
］ 

３ 

［
略
］ 

３ 

［
同
上
］ 

４ 

法
第
六
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
及
び
営
業
所
で
の
掲
示
に
は

、
同
条
第
五
項
（
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て

適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
債
務
の
履
行
の
完
了
の
方
法
を

示
す
も
の
と
す
る
（
事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に
よ

り
当
該
承
継
に
係
る
公
告
を
す
る
場
合
を
除
く
。
）
。 

４ 

法
第
六
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
及
び
営
業
所
で
の
掲
示
に
は

、
同
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
債
務
の
履
行
の
完
了
の
方
法
を
示
す
も
の
と

す
る
（
事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
当
該
承
継

に
係
る
公
告
を
す
る
場
合
を
除
く
。
）
。 

５ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
法
第
六
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し

た
と
き
は
、
直
ち
に
、
別
紙
様
式
第
二
十
五
号
に
よ
り
作
成
し
た
届
出
書
に

、
当
該
公
告
の
写
し
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

５ 

資
金
移
動
業
者
は
、
法
第
六
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し
た

と
き
は
、
直
ち
に
、
別
紙
様
式
第
二
十
五
号
に
よ
り
作
成
し
た
届
出
書
に
、

当
該
公
告
の
写
し
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

６ 

資
金
移
動
業
者
等
が
事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に

よ
り
資
金
移
動
業
の
全
部
又
は
一
部
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
前
項

６ 

資
金
移
動
業
者
が
事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に
よ

り
資
金
移
動
業
の
全
部
又
は
一
部
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
前
項
の
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の
届
出
書
に
は
、
当
該
業
務
の
承
継
に
係
る
契
約
の
内
容
及
び
当
該
業
務
の

承
継
方
法
を
記
載
し
た
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

届
出
書
に
は
、
当
該
業
務
の
承
継
に
係
る
契
約
の
内
容
及
び
当
該
業
務
の
承

継
方
法
を
記
載
し
た
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
（
登
録
の
取
消
し
に
伴
う
債
務
の
履
行
の
完
了
が
不
要
な
場
合
） 

第
三
十
八
条
の
二 

法
第
六
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

場
合
は
、
資
金
移
動
業
者
が
事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事

由
に
よ
り
資
金
移
動
業
の
全
部
を
他
の
資
金
移
動
業
者
に
承
継
さ
せ
た
場
合

と
す
る
。 

 

 ［
条
を
加
え
る
。
］ 

    

（
法
令
違
反
行
為
等
の
届
出
） 

第
三
十
九
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
取
締
役
等
又
は
従
業
者
に
資
金
移
動
業

に
関
し
法
令
に
違
反
す
る
行
為
又
は
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行

に
支
障
を
来
す
行
為
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
事
実
を
知

っ
た
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
別
紙
様
式
第

二
十
六
号
に
よ
る
届
出
書
を
財
務
局
長
等
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

［
一
～
三 

略
］ 

（
法
令
違
反
行
為
等
の
届
出
） 

第
三
十
九
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
取
締
役
等
又
は
従
業
者
に
資
金
移
動
業
に

関
し
法
令
に
違
反
す
る
行
為
又
は
資
金
移
動
業
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
に

支
障
を
来
す
行
為
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
事
実
を
知
っ

た
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
別
紙
様
式
第
二

十
六
号
に
よ
る
届
出
書
を
財
務
局
長
等
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

［
一
～
三 

同
上
］ 

 

（
経
由
官
庁
） 

第
四
十
条 

資
金
移
動
業
者
等
（
法
第
三
十
七
条
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る

者
及
び
法
第
三
十
七
条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る

特
定
信
託
会
社
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
第
四
条
に
規
定
す

る
登
録
申
請
書
そ
の
他
法
及
び
こ
の
府
令
に
規
定
す
る
書
類
（
次
項
及
び
次

条
に
お
い
て
「
申
請
書
等
」
と
い
う
。
）
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
よ
う
と

（
経
由
官
庁
） 

第
四
十
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
第
四
条
に
規
定
す
る
登
録
申
請
書
そ
の
他
法

及
び
こ
の
府
令
に
規
定
す
る
書
類
（
次
項
及
び
次
条
に
お
い
て
「
申
請
書
等

」
と
い
う
。
）
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
資
金

移
動
業
者
の
本
店
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財
務
局
長
（
当
該
所
在
地
が
福
岡

財
務
支
局
の
管
轄
区
域
（
財
務
事
務
所
の
管
轄
区
域
を
除
く
。
）
内
に
あ
る
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す
る
と
き
は
、
当
該
資
金
移
動
業
者
等
の
本
店
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財
務

局
長
（
当
該
所
在
地
が
福
岡
財
務
支
局
の
管
轄
区
域
内
に
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
福
岡
財
務
支
局
長
）
を
経
由
し
て
こ
れ
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

場
合
に
あ
っ
て
は
福
岡
財
務
支
局
長
と
し
、
当
該
所
在
地
が
財
務
事
務
所
又

は
小
樽
出
張
所
若
し
く
は
北
見
出
張
所
の
管
轄
区
域
内
に
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
当
該
財
務
事
務
所
長
又
は
出
張
所
長
（
次
項
及
び
次
条
に
お
い
て
「
財

務
事
務
所
長
等
」
と
い
う
。
）
と
す
る
。
）
を
経
由
し
て
こ
れ
を
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
申
請
書
等
を
財
務
局
長
等
に
提
出
し
よ
う
と
す
る

場
合
に
お
い
て
、
当
該
資
金
移
動
業
者
等
の
本
店
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財

務
事
務
所
長
又
は
小
樽
出
張
所
長
若
し
く
は
北
見
出
張
所
長
（
以
下
こ
の
項

及
び
次
条
に
お
い
て
「
財
務
事
務
所
長
等
」
と
い
う
。
）
が
あ
る
と
き
は
、

当
該
財
務
事
務
所
長
等
を
経
由
し
て
こ
れ
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

２ 

資
金
移
動
業
者
は
、
申
請
書
等
を
財
務
局
長
等
に
提
出
し
よ
う
と
す
る
場

合
に
お
い
て
、
当
該
資
金
移
動
業
者
の
本
店
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財
務
事

務
所
長
等
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
財
務
事
務
所
長
等
を
経
由
し
て
こ
れ
を
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
申
請
書
等
の
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
の
経
由
） 

第
四
十
一
条 

資
金
移
動
業
者
等
は
、
申
請
書
等
を
金
融
庁
長
官
又
は
財
務
局

長
等
に
提
出
し
よ
う
と
す
る
と
き
（
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
財
務
事
務

所
長
等
を
経
由
す
る
と
き
を
含
む
。
）
は
、
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
を

経
由
し
て
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

（
標
準
処
理
期
間
） 

第
四
十
二
条 

金
融
庁
長
官
は
、
法
第
三
十
七
条
の
登
録
若
し
く
は
法
第
四
十

一
条
第
一
項
の
変
更
登
録
又
は
法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
（
法
第
三
十
七
条

の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
認

可
に
関
す
る
申
請
が
そ
の
事
務
所
に
到
達
し
て
か
ら
二
月
以
内
に
、
当
該
申

請
に
対
す
る
処
分
を
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
申
請
書
等
の
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
の
経
由
） 

第
四
十
一
条 

資
金
移
動
業
者
は
、
申
請
書
等
を
金
融
庁
長
官
又
は
財
務
局
長

等
に
提
出
し
よ
う
と
す
る
と
き
（
前
条
の
規
定
に
よ
り
財
務
事
務
所
長
等
を

経
由
す
る
と
き
を
含
む
。
）
は
、
認
定
資
金
決
済
事
業
者
協
会
を
経
由
し
て

提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

（
標
準
処
理
期
間
） 

第
四
十
二
条 

金
融
庁
長
官
は
、
法
第
三
十
七
条
の
登
録
若
し
く
は
法
第
四
十

一
条
第
一
項
の
変
更
登
録
又
は
法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
の
認
可
に
関
す
る

申
請
が
そ
の
事
務
所
に
到
達
し
て
か
ら
二
月
以
内
に
、
当
該
申
請
に
対
す
る

処
分
を
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。 
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２ 

前
項
に
規
定
す
る
期
間
に
は
、
次
に
掲
げ
る
期
間
を
含
ま
な
い
も
の
と
す

る
。 

［
一
～
三 

略
］ 

 

２ 

前
二
項
に
規
定
す
る
期
間
に
は
、
次
に
掲
げ
る
期
間
を
含
ま
な
い
も
の
と

す
る
。 

［
一
～
三 

同
上
］ 
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別紙様式第１号（第３条の６第１項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

 （第１面） 

年  月  日 

財務（支）局長 殿 

（郵便番号  －  ） 

届出者 住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の
氏  名 

届  出  書 

 特定資金移動業を営むため、資金決済に関する法律第37条の２第３項の

規定により届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相

違ありません。 

（記載上の注意） 

氏を改めた者においては、旧氏及び名を「代表者の氏名」欄に括

弧書で併せて記載することができる。 

（第２面） 

※ 届出受理番号 財務（支）局長 第    号（  年  月  日） 

１． 

（ふりがな）  

商 号  

２． 

（ふりがな）  

代 表 者 の 

氏 名 
 

［様式を加える。］ 
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３． 住 所 
（郵便番号  －  ）  電話番号（  ）  － 

 

４． 資 本 金 の 額  

５． 
取 締 役 及 び 

監 査 役 等 

（ふりがな） 
役 職 名 

氏名又は名称 

 
  

 
  

 
  

 
  

６．利用者からの苦情又は相談に応ずる営業所の所在地及び連絡先 

（ふりがな）  

営 業 所 の 

所 在 地 

（郵便番号  －  ） 

 

連 絡 先 
電話番号（  ）  － 

 

（記載上の注意） 
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１．※「届出受理番号」には、記載しないこと。 

２．「商号」は、登記簿上の商号を記載すること。 

３．「住所」は、登記簿上の本店の所在地を記載すること。 

４.「資本金の額」の単位は、資本金の額が10億円以上の場合は億円、

１億円以上10億円未満の場合は千万円、千万円以上１億円未満の場

合は百万円、百万円以上千万円未満の場合は十万円とすることがで

きる。 

５．「取締役及び監査役等」は、監査等委員会設置会社にあっては取締

役、指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役を記載する

こと。会計参与設置会社にあっては、会計参与の氏名又は名称及び

住所を併せて記載すること。 

６．「取締役及び監査役等」について記載しきれないときは、この様式

の例により作成した書面に記載して、その書面を第２面の次に添付

すること。 

７．「利用者からの苦情又は相談に応ずる営業所の所在地及び連絡先」

は、国外における特定信託為替取引も取り扱う場合には、主要国・

地域別の利用者からの苦情又は相談に応ずる営業所の所在地及び

連絡先を併せて記載すること。 

８．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「代表者の氏名」又は「取

締役及び監査役等」に括弧書で併せて記載することができる。 

（第３面） 

７．営業所の名称及び所在地 

名    称 設置年月日 所   在   地 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 
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電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

（記載上の注意） 

１．特定資金移動業の業務上主要な活動が行われる場所を記載するこ
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と。 

２．「営業所の名称及び所在地」について記載しきれないときは、この

様式の例により作成した書面に記載して、その書面を第３面の次に

添付すること。 

３．国外に所在する営業所については、「営業所の名称及び所在地」に

代えて所在国名のみを記載することができる。 

（第４面）       

８．特定資金移動業の内容及び方法 

⑴ 特定資金移動業の内容及び方法 

特定信託受益権の名称  

特定信託受益権の種類等 

 

特定信託為替取引の提供方法  

取扱上限金額 

 

役務提供範囲等 
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為替レートの決定方法 

 

特定信託為替取引の標準履行

期間 

 

営業日及び営業時間  

利用者が支払うべき手数料、

報酬若しくは費用の金額若し

くはその上限額又はこれらの

計算方法 

 

特
定
信
託
口
口
座
に
関
す
る
事
項 

⑴ 特定信託口口座の

ある銀行等の商号又は

名称 

 

⑵ 特定信託口口座に

係る営業所又は事務所

の名称及び所在地 

 

⑶ 特定信託口口座の

名義 
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⑷ 特定信託口口座の

口座番号その他の当該

特定信託口口座を特定

するために必要な事項 

 

（記載上の注意） 

１．「特定信託受益権の名称」が二以上ある場合には、その名称ごと

に、⑴の表を作成すること。 

２.「特定信託受益権の種類等」は、単位（外国通貨建ての特定信託受

益権を発行する場合には外国通貨の種類）、主な用途、保有又は移転

の仕組み、内在するリスク、償還に要する期間等につき記載するこ

と。特定信託為替取引の形態が複数存在する場合には、全てについ

て記載すること。 

３．「特定信託為替取引の提供方法」は、現金の受払いをする営業所の

有無、ＡＴＭの有無、インターネットを利用して提供するか否かを

記載すること。 

４．「取扱上限金額」は、提供する特定信託為替取引における取扱上限

金額を記載すること。 

５．「役務提供範囲等」は、特定信託為替取引を提供する国又は地域の

範囲及び外国通貨建てで行う場合には取り扱う外国通貨の種類に

ついて記載すること。 

６．「為替レートの決定方法」は、外国通貨建ての特定信託受益権を提

供する場合には、当該外国通貨の為替レートの決定方法について記

載すること。 

７．「特定信託為替取引の標準履行期間」は、主要国・地域別の標準履

行期間について記載すること。 

８．「営業日及び営業時間」は、特定信託為替取引の形態が複数存在す

る場合には、全てについて記載すること。 

９.「利用者が支払うべき手数料、報酬若しくは費用の金額若しくは

その上限額又はこれらの計算方法」は、業務委託先等に対して利用

者が支払う金額を併せて記載すること。 

10．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載

して、その書面を第４面の次に添付すること。 
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（第５面） 

⑵ 特定信託受益権の発行時点、消滅時点及び移転時点 
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（記載上の注意） 

１．「特定信託受益権の発行時点及び消滅時点」は、特定信託会社が特

定信託受益権の受益者に対して負担する償還債務又は第３条の７

に規定する特定信託受益権の履行等金額による買取債務の発生時

点及び消滅時点を記載すること。 

２．「特定信託受益権の移転時点」は、利用者が他の利用者に対して特

定信託受益権を移転することを請求した場合に、特定信託受益権の

受益者が変更される時点を記載すること。 

３．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載

して、その書面を第５面の次に添付すること。 

（第６面） 

⑶ 特定信託為替取引の概要図 
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（記載上の注意） 

特定信託会社、業務受託者（電子決済手段等取引業者を含む。）及び

利用者の間における役務提供及び特定信託為替取引の形態を、特定信

託受益権の名称ごとに簡略に図示すること。また、特定信託会社が特

定信託為替取引において取得する利用者の個人情報について、その保

管場所を含む管理体制を記載すること。 

（第７面） 

⑷ 業務委託状況 

受 託 者 の 氏 名 等 委託に係る業務の内容 
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氏名又は商号若し

くは名称 
住      所 

 

  

（記載上の注意） 

１．業務委託状況は、特定資金移動業の一部を第三者に委託している

場合に、特定信託為替取引の形態ごとに記載すること。 

２．業務委託状況について記載しきれないときは、この様式の例によ
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り作成した書面に記載して、その書面を第７面の次に添付するこ

と。 

３．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名又は商号若しくは

名称」欄に括弧書で併せて記載することができる。 

（第８面） 

９．主要株主の氏名、商号又は名称 

（ふ り が な） 
保有する議決権の数 

 

氏名、商号又は名称 割合 

 
個 ％ 

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

   

 49 



 
 

 

 
  

 

 
  

 

（記載上の注意） 

１.「主要株主」とは、第３条の６第３項第10号に規定する主要株主を

いう。 

２．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名、商号又は名称」

欄に括弧書で併せて記載することができる。 

３．「議決権」とは、第３条の６第３項第10号に規定する議決権をい

う。 

４．保有する議決権の数の多い順序に従い作成すること。 

５．「割合」とは、第３条の６第３項第10号に規定する総株主の議決権

の数に対する同号に規定する主要株主の保有する議決権の数の百

分比をいう。 

６．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載

して、その書面を第８面の次に添付すること。 

（第９面） 

10．特定資金移動業及び信託業（信託業法第２条第１項に規定する信託

業をいう。）の他に行っている事業の種類 
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（記載上の注意） 

日本標準産業分類表細分類により記載すること。 

11．加入する認定資金決済事業者協会の名称 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

別紙様式第１号の２（第３条の６第１項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

 （第１面） 

年  月  日 

財務（支）局長 殿 

（郵便番号  －  ） 

届出者 住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の氏名 

国内における 

代表者の氏名 

届  出  書 

特定資金移動業を営むため、資金決済に関する法律第37条の２第３項

の規定により届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実

に相違ありません。 

 

［様式を加える。］ 
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（記載上の注意） 

氏を改めた者においては、旧氏及び名を「代表者の氏名」又は「国

内における代表者の氏名」欄に括弧書で併せて記載することができ

る。 

（第２面） 

※ 届出受理番号 財務（支）局長 第  号（  年  月  日） 

１． 
（ふりがな）  

商 号  

２． 
（ふりがな）  

代表者の氏名  

３． 

（ふりがな）  

本国における 

本店の所在地 
 

４． 

（ふりがな）  

国内における

代表者の氏名 
 

５． 住 所 
（郵便番号  －  ） 電話番号（  ）  － 

 

６． 資 本 金 の 額  

７． 
取 締 役 及 び 

監査役に相当する者 

（ふりがな） 
役 職 名 

氏名又は名称 
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８．利用者からの苦情又は相談に応ずる営業所の所在地及び連絡先 

（ふりがな）  

営 業 所 の 

所 在 地 

（郵便番号  －  ） 

 

連 絡 先 
電話番号（  ）  － 

 

（記載上の注意） 

１．※「届出受理番号」には、記載しないこと。 

２．「住所」は、日本における主たる営業所の所在地を記載すること。 

３．「資本金の額」の単位は、資本金の額が10億円以上の場合は億円、

１億円以上10億円未満の場合は千万円、千万円以上１億円未満の場

合は百万円、百万円以上千万円未満の場合は十万円とすることがで

きる。 
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（第３面） 

４.「取締役及び監査役に相当する者」とは、外国信託会社における外

国の法令上取締役及び監査役に相当する者を記載すること。 

５．「取締役及び監査役に相当する者」について記載しきれないとき

は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を第３

面の次に添付すること。 

６．「利用者からの苦情又は相談に応ずる営業所の所在地及び連絡先」

は、国外における特定信託為替取引も取り扱う場合には、主要国・

地域別の利用者からの苦情又は相談に応ずる営業所の所在地及び

連絡先を併せて記載すること。 

７．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「代表者の氏名」、「国

内における代表者の氏名」又は「取締役及び監査役に相当する

者」に括弧書で併せて記載することができる。 

（第４面） 

９．営業所の名称及び所在地 

名    称 設置年月日 所   在   地 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 
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電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

  
 

電話番号（  ）  － 

（記載上の注意） 

１．特定資金移動業の業務上主要な活動が行われる場所を記載するこ

と。 

２．「営業所の名称及び所在地」について記載しきれないときは、この

様式の例により作成した書面に記載して、その書面を第４面の次に

添付すること。 

３．国外に所在する営業所については、「営業所の名称及び所在地」

に代えて所在国名のみを記載することができる。 

（第５面） 

10．特定資金移動業の内容及び方法 

⑴ 特定資金移動業の内容及び方法 
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特定信託受益権の名称  

特定信託受益権の種類等  

特定信託為替取引の提供方法

の提供方法 
 

取扱上限金額  

役務提供範囲等  

為替レートの決定方法決定方

法 
 

特定信託為替取引の標準履行

期間標準履行期間 
 

営業日及び営業時間  
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（記載上の注意） 

１．「特定信託受益権の名称」が二以上ある場合には、その名称ごと

に、⑴の表を作成すること。 

２.「特定信託受益権の種類等」は、単位（外国通貨建ての特定信託受

益権を発行する場合には外国通貨の種類）、主な用途、保有又は移転

の仕組み、内在するリスク、償還に要する期間等につき記載するこ

と。特定信託為替取引の形態が複数存在する場合には、全てについ

て記載すること。 

３．「特定信託為替取引の提供方法」は、現金の受払いをする営業所の

有無、ＡＴＭの有無、インターネットを利用して提供するか否かを

利用者が支払うべき手数料、

報酬若しくは費用の金額若し

くはその上限額又はこれらの

計算方法 

 

特
定
信
託
口
口
座
に
関
す
る
事
項 

⑴ 特定信託口口座のあ

る銀行等の商号又は名称 
 

⑵ 特定信託口口座に係

る営業所又は事務所の名

称及び所在地 

 

⑶ 特定信託口口座の名

義 
 

⑷ 特定信託口口座の口

座番号その他の当該特定

信託口口座を特定するた

めに必要な事項 
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記載すること。 

４．「取扱上限金額」は、提供する特定信託為替取引における取扱上限

金額を記載すること。 

５．「役務提供範囲等」は、特定信託為替取引を提供する国又は地域の

範囲及び外国通貨建てで行う場合には取り扱う外国通貨の種類に

ついて記載すること。 

６．「為替レートの決定方法」は、外国通貨建ての特定信託受益権を提

供する場合には、当該外国通貨の為替レートの決定方法について記

載すること。 

７．「特定信託為替取引の標準履行期間」は、主要国・地域別の標準履

行期間について記載すること。 

８．「営業日及び営業時間」は、特定信託為替取引の形態が複数存在す

る場合には、全てについて記載すること。 

９.「利用者が支払うべき手数料、報酬若しくは費用の金額若しくは

その上限額又はこれらの計算方法」は、業務委託先等に対して利用

者が支払う金額を併せて記載すること。 

10．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載

して、その書面を第５面の次に添付すること。 

（第６面） 

⑵ 特定信託受益権の発行時点、消滅時点及び移転時点 
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（記載上の注意） 

１．「特定信託受益権の発行時点及び消滅時点」は、特定信託会社が特

定信託受益権の受益者に対して負担する償還債務又は第３条の７

に規定する特定信託受益権の履行等金額による買取債務の発生時

点及び消滅時点を記載すること。 

２．「特定信託受益権の移転時点」は、利用者が他の利用者に対して特

定信託受益権を移転することを請求した場合に、特定信託受益権の

受益者が変更される時点を記載すること。 

（第７面） 

⑶ 特定信託為替取引の概要図 
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 （記載上の注意） 

特定信託会社、業務受託者（電子決済手段等取引業者を含む。）及び

利用者の間における役務提供及び特定信託為替取引の形態を、特定信

託受益権の名称ごとに簡略に図示すること。また、特定信託会社が特

定信託為替取引において取得する利用者の個人情報について、その保

管場所を含む管理体制を記載すること。 

（第８面） 

⑷ 業務委託状況 

受 託 者 の 氏 名 等 委託に係る業務の内容 
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氏名又は商号若しくは

名称 
住      所 
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（記載上の注意） 

１．業務委託状況は、特定資金移動業の一部を第三者に委託している

場合に、特定信託為替取引の形態ごとに記載すること。 

２．業務委託状況について記載しきれないときは、この様式の例によ

り作成した書面に記載して、その書面を第８面の次に添付するこ

と。 

３．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名又は商号若しくは

名称」欄に括弧書で併せて記載することができる。 

（第９面） 

13．主要株主の氏名、商号又は名称 

（ふ り が な） 
保有する議決権の数 

 

氏名、商号又は名称 割合 

 
個 ％ 
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（記載上の注意） 

１．「主要株主」とは、第３条の６第３項第10号に規定する主要株主を

いう。 

２．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名、商号又は名称」

欄に括弧書で併せて記載することができる。 

３．「議決権」とは、第３条の６第３項第10号に規定する議決権をい

う。 

４．保有する議決権の数の多い順序に従い作成すること。 

５．「割合」とは、第３条の６第３項第10号に規定する総株主の議決権

の数に対する同号に規定する主要株主の保有する議決権の数の百

分比をいう。 

６．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載
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して、その書面を第９面の次に添付すること。 

（第10面） 

14．特定資金移動業及び信託業（信託業法第２条第１項に規定する信託業

をいう。）の他に行っている事業の種類 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

日本標準産業分類表細分類により記載すること。 

15．加入する認定資金決済事業者協会の名称 

 

 

 

 

 
 

 

別紙様式第１号の３（第３条の６第２項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 

財務（支）局長 殿 

商  号 

代表者の

氏  名 

誓   約   書 

 当社は、資金決済に関する法律第40条第１項第７号及び第８号に該当し

ないことを誓約します。 

（記載上の注意） 

 

［様式を加える。］ 
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氏を改めた者においては、旧氏及び名を「代表者の氏名」欄に括弧

書で併せて記載することができる。 

 

別紙様式第１号の４（第３条の６第２項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

履     歴     書 

（ふりがな）  

氏 名  

現 住 所 
 

 

役 職 名 等  生年月日 
  年   月   日生  満  

才 

職 
 

歴 
 

及 
 

び 
 

兼 
 

職 
 

状 
 

況 

期 間 内 容 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

 

［様式を加える。］ 
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（記載上の注意） 

１．法第40条第１項第11号に規定する取締役等について記載するこ

と。 

２．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名」欄に括弧書で併

せて記載することができる。 

３．「職歴及び兼職状況」は、最終学歴、主な職歴及び現在の兼職状況

を記載すること。 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

上記のとおり相違ありません。 

  年  月  日 氏名  

 

別紙様式第１号の５（第３条の６第２項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

沿   革 

 

［様式を加える。］ 
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（記載上の注意） 

１．法第40条第１項第11号に規定する取締役等について記載するこ

と。 

２．「商号又は名称」は、登記簿上の商号又は名称を記載すること。 

（ふりがな）  

商    号 

又 は 名 称 
 

（ふりがな） 

代表者の氏名 
 

住 所 

（郵便番号     ）   電話番号（  ）  － 

設 立 年 月 日 

及 び 

設立時の事業 

   

設 立 の 経 緯    

設 

立 

後 

の 

沿 

革 

年 月 沿 革 の 内 容 

  

  

  

  

上記のとおり相違ありません。 

  年  月  日     代表者の氏名 
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３．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「代表者の氏名」欄に括

弧書で併せて記載することができる。 

４．「住所」は、登記すべき本店又は主たる事務所の所在地を記載する

こと。 

５．会計参与にあっては、設立時の事業の記載は不要。 

 

別紙様式第１号の６（第３条の６第２項、第10条第３項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

株主の名簿 

（Ａ）
総株主の

議決権の数 
個 

届出者との関

係 氏名、商号

又 は 名 称 

（Ｂ） 保有する 

議決権の数 
割合（Ｂ／Ａ） 

 個 ％  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

［様式を加える。］ 
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計 個 ％  

（記載上の注意） 

１．「総株主の議決権」とは、第３条の６第３項第10号に規定する総株

主の議決権をいう。 

２．氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名、商号又は名称」

欄に括弧書で併せて記載することができる。 

３．「議決権」とは、第３条の６第３項第10号に規定する議決権をい

う。 

４．保有する議決権の数の多い順序に従い20名（法人を含む。）につい

て記載すること。 

５．「割合（Ｂ／Ａ）」は、小数点第２位を四捨五入して第１位までを

記載すること。 

６．「届出者との関係」は、議決権を保有する者が当該届出者の役職員

及びその親族である場合に、その旨を記載すること。 

 

別紙様式第２号（第４条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

［（第１面）・（第２面） 略］ 

（第３面） 

７．営業所の名称及び所在地 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．資金移動業（特定資金移動業を除く。以下、この様式において同

じ。）の業務上主要な活動が行われる場所を記載すること。 

［２．・３． 略］ 

 

別紙様式第１号（第４条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

［（第１面）・（第２面） 同左］ 

（第３面） 

７．営業所の名称及び所在地 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１．資金移動業の業務上主要な活動が行われる場所を記載すること。 

 

［２．・３． 同左］ 
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（第４面） ［略］ 

（第５面） 

９．資金移動業の内容及び方法 

⑴ 資金移動業の内容及び方法 

［略］ 

 

為替取引の種類等 

 

［略］ 

 

（記載上の注意） 

１．「資金移動業の名称」は、資金移動業の種別を括弧書で併せて記載

すること。また、「資金移動業の名称」が二以上ある場合には、その

名称ごとに、⑴の表を作成すること。電子決済手段を発行する場合

には、電子決済手段の名称を記載すること。 

２.「為替取引の種類等」は、為替取引を継続的に又は反復して行うこ

とを内容とする契約を締結するか否か、為替取引に関し負担する債

務に係る権利を表章する証書その他の物（為替証書等）を発行する

か否かにつき記載すること。資金移動の形態が複数存在する場合に

は、全てについて記載すること。電子決済手段を発行する場合には、

発行する電子決済手段の単位（外国通貨建ての電子決済手段を発行

する場合には外国通貨の種類）、主な用途、保有又は移転の仕組み、

内在するリスク、償還に要する期間等を併せて記載すること。 

［３．～10． 略］ 

（第６面） ［略］ 

（第７面） 

⑶ 資金移動の概要図 

 ［表略］ 
（記載上の注意） 

資金移動業者、業務受託者（電子決済手段等取引業者を含む。）及び

（第４面） ［同左］ 

（第５面） 

９．資金移動業の内容及び方法 

⑴ 資金移動業の内容及び方法 

［同左］ 

 

為替取引の種類 

 

［同左］ 

 

（記載上の注意） 

１．「資金移動業の名称」は、資金移動業の種別を括弧書で併せて記載

すること。また、「資金移動業の名称」が二以上ある場合には、その

名称ごとに、⑴の表を作成すること。 

 

２.「為替取引の種類」は、為替取引を継続的に又は反復して行うこと

を内容とする契約を締結するか否か、為替取引に関し負担する債務

に係る権利を表章する証書その他の物（為替証書等）を発行するか

否かにつき記載すること。資金移動の形態が複数存在する場合には、

全てについて記載すること。 

 

 

 

［３．～10． 同左］ 

（第６面） ［略］ 

（第７面） 

⑶ 資金移動の概要図 

 ［同左］ 
（記載上の注意） 

資金移動業者、業務受託者及び利用者の間における役務提供及び資
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利用者の間における役務提供及び資金移動の形態を、資金移動業の名

称ごと（電子決済手段を発行する場合には、電子決済手段の名称ごと）

に簡略に図示し、資金移動業の種別を括弧書で併せて記載すること。

また、資金移動業者が為替取引において取得する利用者の個人情報に

ついて、その保管場所を含む管理体制を記載すること。 

［（第８面）・（第９面） 略］ 

（第10面） 

10．主要株主の氏名、商号又は名称 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１.「主要株主」とは、第３条の６第３項第10号に規定する主要株主を

いう。 

２． ［略］ 

３．「議決権」とは、第３条の６第３項第10号に規定する議決権をい

う。 

４． ［略］ 

５．「割合」とは、第３条の６第３項第10号に規定する総株主の議決権

の数に対する同号に規定する主要株主の保有する議決権の数の百

分比をいう。 

６． ［略］ 

［（第11面）・（第12面） 略］ 

金移動の形態を、資金移動業の名称ごとに簡略に図示し、資金移動業

の種別を括弧書で併せて記載すること。また、資金移動業者が為替取

引において取得する利用者の個人情報について、その保管場所を含む

管理体制を記載すること。 

 

［（第８面）・（第９面） 略］ 

（第10面） 

10．主要株主の氏名、商号又は名称 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１.「主要株主」とは、第５条第２号に規定する主要株主をいう。 

 

２． ［同左］ 

３．「議決権」とは、第５条第２号に規定する議決権をいう。 

 

４． ［同左］ 

５．「割合」とは、第５条第２号に規定する総株主の議決権の数に対す

る同号に規定する主要株主の保有する議決権の数の百分比をいう。 

 

６． ［同左］ 

［（第11面）・（第12面） 略］ 

 

別紙様式第２号の２（第４条関係）  

（日本産業規格Ａ４） 

［（第１面）～（第３面） 略］ 

（第４面） 

10．営業所の名称及び所在地 

 ［表略］ 

（記載上の注意） 

１．資金移動業（特定資金移動業を除く。以下、この様式において同

じ。）の業務上主要な活動が行われる場所を記載すること。 

［２．・３． 略］ 

 

別紙様式第２号（第４条関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

［（第１面）～（第３面） 同左］ 

（第４面） 

10．営業所の名称及び所在地 

 ［同左］ 

（記載上の注意） 

１．資金移動業の業務上主要な活動が行われる場所を記載すること。 

 

［２．・３． 同左］ 
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（第５面） ［略］ 

（第６面） 

12．資金移動業の内容及び方法 

⑴ 資金移動業の内容及び方法 

［略］ 

 

為替取引の種類等 

 

［略］ 

 

（記載上の注意） 

１．「資金移動業の名称」は、資金移動業の種別を括弧書で併せて記載

すること。また、「資金移動業の名称」が二以上ある場合には、その

名称ごとに、⑴の表を作成すること。電子決済手段を発行する場合

には、電子決済手段の名称を記載すること。 

２.「為替取引の種類等」は、為替取引を継続的に又は反復して行うこ

とを内容とする契約を締結するか否か、為替取引に関し負担する債

務に係る権利を表章する証書その他の物（為替証書等）を発行する

か否かにつき記載すること。資金移動業の形態が複数存在する場合

には、全てについて記載すること。電子決済手段を発行する場合に

は、発行する電子決済手段の単位（外国通貨建ての電子決済手段を

発行する場合には外国通貨の種類）、主な用途、保有又は移転の仕組

み、内在するリスク、償還に要する期間等を併せて記載すること。 

［３．～10． 略］ 

（第７面） ［略］ 

（第８面） 

⑶ 資金移動の概要図 

［表略］ 

（記載上の注意） 

（第５面） ［同左］ 

（第６面） 

12．資金移動業の内容及び方法 

⑴ 資金移動業の内容及び方法 

［略］ 

 

為替取引の種類 

 

［略］ 

 

（記載上の注意） 

１．「資金移動業の名称」は、資金移動業の種別を括弧書で併せて記載

すること。また、「資金移動業の名称」が二以上ある場合には、その

名称ごとに、⑴の表を作成すること。 

 

２.「為替取引の種類」は、為替取引を継続的に又は反復して行うこと

を内容とする契約を締結するか否か、為替取引に関し負担する債務

に係る権利を表章する証書その他の物（為替証書等）を発行するか否

かにつき記載すること。資金移動業の形態が複数存在する場合には、

全てについて記載すること。 

 

 

 

［３．～10． 同左］ 

（第７面） ［同左］ 

（第８面） 

⑶ 資金移動の概要図 

［同左］ 

（記載上の注意） 
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資金移動業者、業務受託者（電子決済手段等取引業者を含む。）及び

利用者の間における役務提供及び資金移動の形態を、資金移動業の名

称ごと（電子決済手段を発行する場合には、電子決済手段の名称ごと）

に簡略に図示し、資金移動業の種別を括弧書で併せて記載すること。

また、資金移動業者が為替取引において取得する利用者の個人情報に

ついて、その保管場所を含む管理体制を記載すること。 

［（第９面）・（第10面） 略］ 

（第11面） 

13.主要株主の氏名、商号又は名称 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１.「主要株主」とは、第３条の６第３項第10号に規定する主要株主を

いう。 

２． ［略］ 

３．「議決権」とは、第３条の６第３項第10号に規定する議決権をい

う。 

４． ［略］ 

５．「割合」とは、第３条の６第３項第10号に規定する総株主の議決権

の数に対する同号に規定する主要株主の保有する議決権の数の百

分比をいう。 

６． ［略］ 

［（第12面）・（第13面） 略］ 

資金移動業者、業務受託者及び利用者の間における役務提供及び資

金移動の形態を、資金移動業の名称ごとに簡略に図示し、資金移動業

の種別を括弧書で併せて記載すること。また、資金移動業者が為替取

引において取得する利用者の個人情報について、その保管場所を含む

管理体制を記載すること。 

 

［（第９面）・（第10面） 同左］ 

（第11面） 

13.主要株主の氏名、商号又は名称 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１.「主要株主」とは、第５条第２号に規定する主要株主をいう。 

 

２． ［同左］ 

３．「議決権」とは、第５条第２号に規定する議決権をいう。 

 

４． ［同左］ 

５．「割合」とは、第５条第２号に規定する総株主の議決権の数に対す

る同号に規定する主要株主の保有する議決権の数の百分比をいう。 

６． ［同左］ 

 

［（第12面）・（第13面） 同左］ 

 

別紙様式第３号（第６条、第10条第２項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 
財務（支）局長 殿 

商  号 
代表者の

氏  名  
誓   約   書 

当社及び資金決済に関する法律第40条第１項第11号に規定する取締役

等は、同項各号に該当しないことを誓約します。 

 

別紙様式第３号（第６条、第10条第２項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 
財務（支）局長 殿 

商  号 

代表者の

氏  名  
誓   約   書 

当社及び資金決済に関する法律第40条第１項第10号に規定する取締役等

は、同項各号に該当しないことを誓約します。 
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（記載上の注意） 
［略］ 

（記載上の注意） 

［同左］ 
 

別紙様式第４号（第６条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 
財務（支）局長 殿 

国       籍 
国籍に属する国にお
ける住所又は居所  
日本における住所 
氏       名 
（通称     ） 

誓   約   書 
私は、資金決済に関する法律第40条第１項第11号ロに該当しないことを

誓約します。 
（記載上の注意） 

［略］ 

 

別紙様式第４号（第６条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 
財務（支）局長 殿 

国       籍 
国籍に属する国にお
ける住所又は居所  
日本における住所 
氏       名 
（通称     ） 

誓   約   書 
私は、資金決済に関する法律第40条第１項第10号ロに該当しないことを

誓約します。 
（記載上の注意） 

［同左］ 
 

別紙様式第５号（第６条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

履     歴     書 
［表略］ 

（記載上の注意） 

１．法第40条第１項第11号に規定する取締役等について記載するこ

と。 

［２．・３． 略］ 
４．「賞罰」は、法第40条第１項第11号ハからホまでに該当するものを

すべて記載すること。 

 

別紙様式第５号（第６条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

履     歴     書 
［同左］ 

（記載上の注意） 

１．法第40条第１項第10号に規定する取締役等について記載すること。 
 
［２．・３． 同左］ 
４．「賞罰」は、法第40条第１項第10号ハからホまでに該当するものを

すべて記載すること。 
 

別紙様式第６号（第６条関係） 

 

別紙様式第６号（第６条関係） 
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（日本産業規格Ａ４） 

沿   革 
［表略］ 

（記載上の注意） 

１．法第40条第１項第11号に規定する取締役等について記載するこ

と。 

［２．～５． 略］ 

６．「賞罰」は、法第40条第１項第11号ニ及びホに該当するものをすべ

て記載すること。 

（日本産業規格Ａ４） 

沿   革 
［同左］ 

（記載上の注意） 

１．法第40条第１項第10号に規定する取締役等について記載すること。 

 

［２．～５． 同左］ 

６．「賞罰」は、法第40条第１項第10号ニ及びホに該当するものをすべ

て記載すること。 

 

別紙様式第７号（第６条、第10条第２項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

株主の名簿 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．「総株主の議決権」とは、第３条の６第３項第10号に規定する総株

主の議決権をいう。 

２． ［略］ 

３．「議決権」とは、第３条の６第３項第10号に規定する議決権をい

う。 

［４．～６． 略］ 

 

別紙様式第７号（第６条、第10条第２項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

株主の名簿 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１．「総株主の議決権」とは、第５条第２号に規定する総株主の議決権

をいう。 

２． ［同左］ 

３．「議決権」とは、第５条第２号に規定する議決権をいう。 

 

［４．～６． 同左］ 

 

別紙様式第８号の２（第７条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

文 書 番 号 

年  月  日 

商    号 

代表者の氏名           殿 

                財務（支）局長           

特定信託会社名簿への登載について 

   年  月  日付で届出のあった標記のことについては、下記のと

 

［様式を加える。］ 
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おり登載したので通知します。 

記 

届出受理番号   財務（支）局長第    号 

届 出 年 月 日        年  月  日 

 

別紙様式第９号の２（第９条の２関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

 年  月  日 

金融庁長官 殿 

申請者 登録番号  財務（支）局長 第   号 

届出受理番号  財務（支）局長 第   号 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）－   

商  号 

代表者の 

氏  名 

業務実施計画の認可申請書 

資金決済に関する法律第40条の２第１項（法第37条の２第２項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）の規定により、業務実施計画の認可

を申請します。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありま

せん。 
（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第37

条の２第３項の規定による届出書）又は法第41条第４項（法第37条

の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定

による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者について

は、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出

るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて

記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

２．法第37条の登録を受けている場合にあっては、「登録番号」を記載

し、法第37条の２第３項の規定による届出を行った場合にあって

 

別紙様式第９号の２（第９条の２関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

 年  月  日 

金融庁長官 殿 

申請者 登録番号  財務（支）局長 第   号 

 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）－   

商  号 

代表者の 

氏  名 

業務実施計画の認可申請書 

資金決済に関する法律第40条の２第１項の規定により、業務実施計画の

認可を申請します。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違あ

りません。 

 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書又は法第41条第４項の規定による届

出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これら

の書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

２．「登録番号」は、法第37条の登録を受けている場合にのみ記載する

こと。 
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は、「届出受理番号」を記載すること。  

 

別紙様式第９号の３（第９条の２関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

業務実施計画 

［表略］ 

（記載上の注意） 
［略］ 

（別添１） ［略］ 

（別添２） 
４．為替取引に係る業務の提供方法 

⑴ 為替取引の種類等、提供方法 

［表略］ 

［⑵～⑸ 略］ 

（記載上の注意） 

１．「為替取引の種類等、提供方法」は、為替取引を継続的に又は反復

して行うことを内容とする契約を締結するか否か、インターネット

を利用して提供するか否かにつき記載すること。電子決済手段を発

行する場合には、発行する電子決済手段の単位（外国通貨建ての電

子決済手段を発行する場合には外国通貨の種類）、主な用途、保有又

は移転の仕組み、内在するリスク、償還に要する期間等を併せて記

載すること。 

［２．～５． 略］ 

６．資金移動の形態が複数存在する場合には、資金移動業の名称ごと

（電子決済手段を発行する場合には、電子決済手段の名称ごと）に

記載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成し

た書面に記載すること。 

７． ［略］ 

⑹ 資金移動の概要図 

 ［表略］ 

（記載上の注意） 

資金移動業者、業務受託者（電子決済手段等取引業者を含む。）及び

利用者の間における役務提供（送金情報等の伝達を含む。）並びに資

 

別紙様式第９号の３（第９条の２関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

業務実施計画 

［同左］ 

（記載上の注意） 
［同左］ 

（別添１） ［同左］ 

（別添２） 
４．為替取引に係る業務の提供方法 

⑴ 為替取引の種類、提供方法 

［同左］ 

［⑵～⑸ 同左］ 

（記載上の注意） 

１．「為替取引の種類、提供方法」は、為替取引を継続的に又は反復し

て行うことを内容とする契約を締結するか否か、インターネットを

利用して提供するか否かにつき記載すること。 

 

 

 

 

［２．～５． 同左］ 

６．資金移動の形態が複数存在する場合には、資金移動業の名称ごと

に記載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成

した書面に記載すること。 

 

７． ［同左］ 

⑹ 資金移動の概要図 

 ［同左］ 

（記載上の注意） 

資金移動業者、業務受託者及び利用者の間における役務提供（送金

情報等の伝達を含む。）並びに資金移動の形態を図示すること。資金移
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金移動の形態を図示すること。資金移動の形態が複数存在する場合に

は、資金移動業の名称ごと（電子決済手段を発行する場合には、電子

決済手段の名称ごと）に記載すること。 

（別添３） 

５．為替取引による資金の移動が生じる国及び地域 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１． ［略］ 

２．資金移動の形態が複数存在する場合には、資金移動業の名称ごと

（電子決済手段を発行する場合には、電子決済手段の名称ごと）に記

載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成した書

面に記載すること。 

（別添４） ［略］ 

（別添５） 

７．法第51条の２の規定を遵守するために必要な体制に関する事項 

［⑴～⑸ 略］ 

（記載上の注意） 

［１．～３． 略］ 

４．資金移動の形態が複数存在する場合には、資金移動業の名称ごと

（電子決済手段を発行する場合には、電子決済手段の名称ごと）に

記載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成し

た書面に記載すること。 

［５．～７． 略］ 

［（別添６）・（別添７） 略］ 

動の形態が複数存在する場合には、資金移動業の名称ごとに記載する

こと。 

 

（別添３） 

５．為替取引による資金の移動が生じる国及び地域 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１． ［同左］ 

２．資金移動の形態が複数存在する場合には、資金移動業の名称ごと

に記載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成し

た書面に記載すること。 

 

（別添４） ［略］ 

（別添５） 

７．法第51条の２の規定を遵守するために必要な体制に関する事項 

［⑴～⑸ 同左］ 

（記載上の注意） 

［１．～３． 同左］ 

４．資金移動の形態が複数存在する場合には、資金移動業の名称ごとに

記載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成した

書面に記載すること。 

［５．～７． 同左］ 

 

［（別添６）・（別添７） 同左］ 

 

別紙様式第９号の３の２（第９条の２関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

業務実施計画 

１． 
商号  

 

［様式を加える。］ 
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２． 特定信託為替取引に

より移動させる資金

の額の上限額 

百万円  

３． 特定信託為替取引を

行うために使用する

電子情報処理組織の

管理の方法 

別添１のとおり 

４． 
特定信託為替取引に

係る業務の提供方法 
別添２のとおり 

５． 特定信託為替取引に

よる資金の移動が生

じる国及び地域 

別添３のとおり 

６． 犯罪による収益の移

転防止及びテロリズ

ムに対する資金供与

の防止等を確保する

ために必要な体制に

関する事項 

別添４のとおり 

７． 特定信託為替取引に

関する事故その他の

特定資金移動業の適

正かつ確実な遂行に

支障を来す事態が発

別添５のとおり 
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生した場合等の対応

に関する方針 

８． その他特定資金移動

業の適正かつ確実な

遂行を確保するため

の重要な事項 

別添６のとおり 

（記載上の注意） 

「特定信託為替取引により移動させる資金の額の上限額」に関する

参考書類として、第３条の６第２項第６号及び第８号に掲げる書面を

添付すること。 

（別添１） 

３．特定信託為替取引を行うために使用する電子情報処理組織の管理の方

法 

⑴ システムの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑵ システムの設置場所及びデータの保管場所 

・システムの設置場所 
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・バックアップシステムの有無及び設置場所 

 

 

 

 

 

 

・バックアップデータの保管の有無及び保管場所 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．「システムの概要」は、特定信託会社が管理する各システム（取引

システム、顧客管理システム及び社内システム等）の関係性と、連

携先（銀行、クレジットカード会社及び店舗等）との接続関係の概

要を併せて記載すること。 

２．「システムの設置場所及びデータの保管場所」は、クラウドサービ

ス等を利用している場合には、おおよその所在地の記載で可とす

る。 

３．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載

すること。 

４．特定信託為替取引を行うために使用する電子情報処理組織の管理

に係る社内規則等を添付すること。 

（別添２） 

４．特定信託為替取引に係る業務の提供方法 

⑴ 特定信託受益権の種類等、提供方法 
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⑵ 特定信託為替取引に係る指図の受付方法 

 

 

 

  

  

⑶ 特定信託為替取引に係る資金の受入方法 

 

 

 

  

  

⑷ 業務受託者等への送金情報の伝達方法 

 

 

 

  

  

⑸ 特定信託為替取引に係る資金の払出方法 

 

 

 

  

  

（記載上の注意） 

１．「特定信託受益権の種類等、提供方法」は、単位（外国通貨建ての

特定信託受益権を発行する場合には外国通貨の種類）、主な用途、保

有又は移転の仕組み、内在するリスク、償還に要する期間等やイン

 82 



 
 

ターネットを利用して提供するか否かにつき記載すること。 

２．「特定信託為替取引に係る指図の受付方法」は、指図の受付方法

（インターネット及び店頭等）を記載し、利用者に対し組戻しが生

じた場合の返金方法を確認する方法を併せて記載すること。 

３．「特定信託為替取引に係る資金の受入方法」は、資金の受入方法

（口座振込等）及び分割入金の可否を記載し、特定信託為替取引に

係る指図の受付から資金を受け入れるまでの処理を併せて記載す

ること。 

４．「業務受託者等への送金情報の伝達方法」は、送金情報の伝達方法

（送金システムへの入力等）を記載すること。 

５．「特定信託為替取引に係る資金の払出方法」は、資金の払出方法

（口座振込等）を記載すること。 

６．特定信託為替取引の形態が複数存在する場合には、特定信託受益

権の名称ごとに記載すること。記載しきれないときは、この様式の

例により作成した書面に記載すること。 

７．「特定信託為替取引に係る業務の提供方法」に記載した事項につ

いて定めた社内規則等を添付すること。 

⑹ 特定信託為替取引の概要図 
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（記載上の注意） 

特定信託会社、業務受託者（電子決済手段等取引業者を含む。）及び

利用者の間における役務提供（送金情報等の伝達を含む。）並びに特

定信託為替取引の形態を図示すること。特定信託為替取引の形態が複

数存在する場合には、特定信託受益権の名称ごとに記載すること。 

（別添３） 

５．特定信託為替取引による資金の移動が生じる国及び地域 

 

（記載上の注意） 

１．特定信託為替取引による資金の移動が生じる国及び地域の範囲を

全て記載すること。 

２．特定信託為替取引の形態が複数存在する場合には、特定信託受益

権の名称ごとに記載すること。記載しきれないときは、この様式の

例により作成した書面に記載すること。 

（別添４） 
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６．犯罪による収益の移転防止及びテロリズムに対する資金供与の防止等

を確保するために必要な体制に関する事項 
⑴ 経営管理（管理体制） 

 

 

 

 

 

⑵ 取引時確認の措置 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 
１．「経営管理（管理体制）」は、取引時確認等の措置並びにマネー・

ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン記載

の措置を適切かつ確実に行うための管理体制（部署又は役職等）に

ついて記載すること。 
２．「取引時確認の措置」は、犯罪による収益の移転防止に関する法律

第４条第１項に規定する取引に際して行う確認の方法について記

載すること。 
３．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載

すること。 
４．「経営管理（管理体制）」及び「取引時確認の措置」に記載した事

項について定めた社内規則等のほか、犯罪による収益の移転防止に

関する法律施行規則（平成20年内閣府・総務省・法務省・財務省・

厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省令第１号）第32
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条第１項第１号に規定する特定事業者作成書面等、犯罪による収益

の移転防止及びテロリズムに対する資金供与の防止等の対策に係

る社内規則等を添付すること。 
５．導入済又は導入予定の犯罪による収益の移転防止及びテロリズム

に対する資金供与の防止等に資する取引モニタリングシステム及

びフィルタリング・スクリーニングシステムの名称並びに導入時期

又は導入予定時期について記載した書面を提出すること。 
（別添５） 

７．特定信託為替取引に関する事故その他の特定資金移動業の適正かつ確

実な遂行に支障を来す事態が発生した場合等の対応に関する方針 
⑴ 特定信託為替取引に関する事故が発生した場合 

 

 

 

 

 

⑵ 利用者の意思に反して権限を有しない者の指図が行われた場合 

 

 

 

 

 

⑶ 送金資金に不足が生じた場合 
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（記載上の注意） 

１．「特定信託為替取引に関する事故」とは、システム障害等（システ

ム障害やサイバーセキュリティ事案）の発生や誤った特定信託為替

取引（例えば、資金の移動先の誤りや二重送金等）が発生した場合

等をいい、「特定信託為替取引に関する事故が発生した場合」は、特

定信託会社が行う特定信託為替取引の内容に応じ、発生するおそれ

がある特定信託為替取引に関する事故の事由ごとに、以下の内容を

記載すること。 

⑴ 利用者への損失の補償の有無 

⑵ ⑴の補償が「有」の場合には、その補償の内容（補償の要件が

ある場合には、当該要件を含む。）及び補償手続の内容 

⑶ ⑴の損失について損失の補償以外に対応を行う場合には、その

内容 

⑷ ⑴から⑶までの内容を実施するための態勢 

２．「利用者の意思に反して権限を有しない者の指図が行われた場合」

は、以下の内容を記載すること。 

⑴ 特定資金移動業の業務に関し利用者の意思に反して権限を有

しない者の指図が行われたことにより発生した利用者への損失

の補償の有無 

⑵ ⑴の補償が「有」の場合には、その補償の内容（補償の要件が

ある場合には、当該要件を含む。）及び補償手続の内容 

⑶ ⑴の損失について損失の補償以外に対応を行う場合には、その

内容 

⑷ ⑴から⑶までの内容を実施するための態勢 

３．「送金資金に不足が生じた場合」は、特定信託為替取引の依頼が集

中したこと等により、利用者への送金資金に不足が生じ、特定信託

為替取引の履行が確保されないおそれが生じた場合において、当該

特定信託為替取引の履行を確保するための対応（実施するための態

勢を含む。）を記載すること。 

４．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載

すること。 

５．「利用者の意思に反して権限を有しない者の指図が行われた場合」
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及び「送金資金に不足が生じた場合」に記載した事項を定めた社内

規則等を添付すること。 

（別添６） 

８．その他特定資金移動業の適正かつ確実な遂行を確保するための重要な

事項 
 

 

 

 

 

 

 

 
（記載上の注意） 

必要に応じ、記載した事項について定めた社内規則等を添付するこ

と。 

 

別紙様式第９号の４（第９条の４第１項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

申請者 登録番号 財務（支）局長 第  号 

届出受理番号  財務（支）局長 第  号 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の
氏  名 

 

別紙様式第９号の４（第９条の４第１項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

申請者 登録番号 財務（支）局長 第  号 

 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の
氏  名 
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業務実施計画の変更認可申請書 

 資金移動業者に関する内閣府令第９条の４第１項の規定に基づき、資金

決済に関する法律第40条の２第１項（法第37条の２第２項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の業務実施計画の変更の認可を受けたい

ので、次のとおり申請します。 

記 

１． ［略］ 

２．申請の理由 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第37

条の２第３項の規定による届出書）又は法第41条第４項（法第37条

の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定

による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者について

は、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出

るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて

記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

２．法第37条の登録を受けている場合にあっては、「登録番号」を記載

し、法第37条の２第３項の規定による届出を行った場合にあって

は、「届出受理番号」を記載すること。 

３． ［略］ 

４．別紙様式第９号の３（特定信託会社にあっては、別紙様式第９号

の３の２）により作成した業務実施計画について、当該変更に係る

事項を修正した新たな頁を添付すること。 

業務実施計画の変更認可申請書 

 資金移動業者に関する内閣府令第９条の４第１項の規定に基づき、資金

決済に関する法律第40条の２第１項の業務実施計画の変更の認可を受けた

いので、次のとおり申請します。 

 

記 

１． ［同左］ 

２．申請の理由 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書又は法第41条第４項の規定による届

出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これら

の書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

［加える。］ 

 

 

２． ［同左］ 

３．別紙様式第９号の３により作成した業務実施計画について、当該

変更に係る事項を修正した新たな頁を添付すること。 

 

別紙様式第９号の５（第９条の４第３項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 

金融庁長官 殿 

届出者 登録番号 財務（支）局長 第  号 

届出受理番号  財務（支）局長 第  号 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

 

別紙様式第９号の５（第９条の４第３項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 

金融庁長官 殿 

届出者 登録番号 財務（支）局長 第  号 

 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

 89 



 
 

電話番号（  ）－   

商 号 

代表者の
氏  名  

業務実施計画の変更届出書 

 下記の事項について変更しましたので、資金決済に関する法律第40条の

２第２項（法第37条の２第２項の規定により適用する場合を含む。）の規定

により届け出ます。 

記 

１． ［略］ 

２．変更の理由 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第37

条の２第３項の規定による届出書）又は法第41条第４項（法第37条

の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定

による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者について

は、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出

るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて

記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

２．法第37条の登録を受けている場合にあっては、「登録番号」を記載

し、法第37条の２第３項の規定による届出を行った場合にあって

は、「届出受理番号」を記載すること。 

３． ［略］ 

４．別紙様式第９号の３（特定信託会社にあっては、別紙様式第９号

の３の２）により作成した業務実施計画について、当該変更に係る

事項を修正した新たな頁を添付すること。 

電話番号（  ）－   

商 号 

代表者の
氏  名  

業務実施計画の変更届出書 

 下記の事項について変更しましたので、資金決済に関する法律第40条の

２第２項の規定により届け出ます。 

 

記 

１． ［同左］ 

２．変更の理由 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書又は法第41条第４項の規定による届

出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これら

の書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

［加える。］ 

 

 

２． ［同左］ 

３．別紙様式第９号の３により作成した業務実施計画について、当該

変更に係る事項を修正した新たな頁を添付すること。 

 

別紙様式第 10 号（第 10 条第１項、第２項、第３項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

年  月  日 

財務（支）局長 殿 

届出者 登録番号 財務（支）局長 第   号 

 

別紙様式第 10 号（第 10 条第１項、第２項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

年  月  日 

財務（支）局長 殿 

届出者 登録番号 財務（支）局長 第   号 
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届出受理番号  財務（支）局長 第   号 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）－   

商  号 

代表者の
氏  名  

変 更 届 出 書 
            （ 事 前 ・ 事 後 ） 
          変 更 し ま す 

下記の事項について 変更しました ので、資金決済に関する法律第41条 

第３項 

第４項（法第37条の２第２項の規定により読み替えて適用する場合 

を含む。）の規定により届け出ます。 

記 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第37

条の２第３項の規定による届出書）又は法第41条第４項（法第37条

の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下この

様式において同じ。）の規定による届出書に旧氏及び名を併せて記

載して提出した者については、これらの書類に記載した当該旧氏及

び名を変更する旨を届け出るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧

氏及び名を括弧書で併せて記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載

することができる。 

２．法第37条の登録を受けている場合にあっては、「登録番号」を記載

し、法第37条の２第３項の規定による届出を行った場合にあって

は、「届出受理番号」を記載すること。 

３．当該変更届出書を法第41条第３項（法第37条の２第２項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）の規定により届け出る場合

には、「事前」、「変更します」及び「第41条第３項」を○で囲むこと。

また、「変更年月日」は変更予定年月日を記載すること。 

４． ［略］ 

 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）－   

商  号 

代表者の
氏  名  

変 更 届 出 書 
           （ 事 前 ・ 事 後 ） 
          変 更 し ま す 

下記の事項について 変更しました ので、資金決済に関する法律第41条 

第３項 

第４項 の規定により届け出ます。 

 

記 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書又は法第41条第４項の規定による届

出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これら

の書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

 

［加える。］ 

 

 

２．当該変更届出書を法第41条第３項の規定により届け出る場合には、

「事前」、「変更します」及び「第41条第３項」を○で囲むこと。ま

た、「変更年月日」は変更予定年月日を記載すること。 

 

３． ［同左］ 
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５．店（外国資金移動業者又は外国信託会社にあっては、国内におけ

る主たる営業所）の所在地を他の財務（支）局長の管轄する区域に

変更した場合においては、従前に交付を受けた別紙様式第８号の登

録済通知書（特定信託会社にあっては、別紙様式第８号の２の登載

済通知書）を添付すること。 

６． ［略］ 

７．登録申請書（特定信託会社にあっては、届出書）の第２面以後に

係る変更届出については、当該変更事項を修正した新たな頁を添付

すること。 

４．本店（外国資金移動業者である資金移動業者にあっては、国内に

おける主たる営業所）の所在地を他の財務（支）局長の管轄する区

域に変更した場合においては、従前に交付を受けた別紙様式第８号

の登録済通知書を添付すること。 

 

５． ［同左］ 

６．登録申請書の第２面以後に係る変更届出については、当該変更事

項を修正した新たな頁を添付すること。 

 

別紙様式第19号（第34条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

（第１面） 

事  業  報  告  書 

年  月  日から 

第  期     年  月  日まで 

年  月  日 

財務（支）局長 殿 

住  所 

商  号 

代表者の 

氏  名 

年  月  日から  年  月  日までの資金移動業に係る業

務及び収支の状況を次のとおり報告します。 

目    次 

［第１・第２ 略］ 

（記載上の注意） 

法第 38 条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第

37 条の２第３項の規定による届出書）又は法第 41 条第４項（法第

37 条の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

規定による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者につ

いては、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届

 

別紙様式第19号（第34条第１項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

（第１面） 

事  業  報  告  書 

年  月  日から 

第  期     年  月  日まで 

年  月  日 

財務（支）局長 殿 

住  所 

商  号 

代表者の 

氏  名 

年  月  日から  年  月  日までの資金移動業に係る業務

及び収支の状況を次のとおり報告します。 

目    次 

［第１・第２ 同左］ 

（記載上の注意） 

法第 38 条第１項の登録申請書又は法第 41 条第４項の規定による

届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これ

らの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 
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け出るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で

併せて記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

（第２面） ［略］ 

（第３面） 

３．資金移動業の状況 

 第１種 第２種 第３種 特定資金

移動業 

合 計 

年間取扱件数（件）      

年間取扱金額（円）      

１件あたりの 

平均取扱金額（円） 

   

 

 

（記載上の注意） 

１． ［略］ 

２．事業年度の期間が４月１日から翌年３月 31 日までの間である資

金移動業者が、法第 54 条第１項（法第 32 条の２第２項の規定によ

り適用する場合を含む。）の規定に基づき当該事業年度の業務報告

書をその登録（特定信託会社にあっては、届出）をした財務（支）

局長に提出している場合には、記載を省略することができる。 

３．資金移動業のうち電子決済手段の発行による為替取引を行う場合

及び特定信託為替取引を行う場合にあっては、電子決済手段等取引

業者が管理する口座からの電子決済手段の移転及び当該口座への

電子決済手段の移転に係る状況について記載すること。 

４．苦情処理及び紛争解決の状況 

［表略］ 

（記載上の注意） 

指定資金移動業務紛争解決機関（特定信託会社にあっては、指定特

定資金移動業務紛争解決機関。以下この様式において同じ。）が存在

する場合にあっては手続実施基本契約を締結している指定資金移動

業務紛争解決機関の商号又は名称、指定資金移動業務紛争解決機関が

存在しない場合にあっては苦情処理措置及び紛争解決措置の内容を

 

 

（第２面） ［同左］ 

（第３面） 

３．資金移動業の状況 

 第１種 第２種 第３種 合 計 

年間取扱件数（件）     

年間取扱金額（円）     

１件あたりの 

平均取扱金額（円） 

    

（記載上の注意） 

１． ［同左］ 

２．事業年度の期間が４月１日から翌年３月 31 日までの間である資金

移動業者が、法第 54 条第１項の規定に基づき当該事業年度の業務報

告書をその登録をした財務（支）局長に提出している場合には、記

載を省略することができる。 

 

［加える。］ 

 

 

 

４．苦情処理及び紛争解決の状況 

［同左］ 

（記載上の注意） 

指定資金移動業務紛争解決機関が存在する場合にあっては手続実施

基本契約を締結している指定資金移動業務紛争解決機関の商号又は名

称、指定資金移動業務紛争解決機関が存在しない場合にあっては苦情

処理措置及び紛争解決措置の内容を記載すること。 
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記載すること。 

［削る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 収支の状況 

１．資金移動業に係る収支の状況 

（単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一

般管理費 

    

営業利益     

所要必要資

金 

    

借入調達     

増資調達     

その他     

調整額 

 

（記載上の注意） 
１．資金移動業の種別ごとの係数ではなく、資金移動業の全てに係る
係数を記載すること。 

２．資金移動業開始後三事業年度の実績と翌事業年度の予想を記載す
ること。 

３．「所要必要資金」とは、営業活動上の必要な運転資金、投資活動に
必要な資金、金融機関等への借入金等の返済資金等をいう。 

４．「調整額」とは、資金移動業に係る収支の金額のうち、例えば、借
入調達や増資調達など、売上高の比率等の合理的な根拠に基づいて、
第一種資金移動業、第二種資金移動業又は、第三種資金移動業のい
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（第４面） 

第２ 収支の状況 

１．資金移動業に係る収支の状況 

（単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般

管理費 

    

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     

その他     

調整額 

 

 

（記載上の注意） 
１．資金移動業の種別ごとの係数ではなく、資金移動業の全てに係る
係数を記載すること。 

２．資金移動業開始後三事業年度の実績と翌事業年度の予想を記載す
ること。 

３．「所要必要資金」とは、営業活動上の必要な運転資金、投資活動に

ずれにも直接帰属させることが困難である金額をいう。調整額が存
在する場合にあっては、各期の内容及び金額並びに資金移動業のい
ずれの種別にも直接帰属させることが困難である理由を記載するこ
と。 

（第４面） 
［加える。］ 
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必要な資金、金融機関等への借入金等の返済資金等をいう。 
４．「調整額」とは、資金移動業に係る収支の金額のうち、例えば、借
入調達や増資調達など、売上高の比率等の合理的な根拠に基づい
て、第一種資金移動業、第二種資金移動業、第三種資金移動業又は
特定資金移動業のいずれにも直接帰属させることが困難である金
額をいう。調整額が存在する場合にあっては、各期の内容及び金額
並びに資金移動業のいずれの種別にも直接帰属させることが困難
である理由を記載すること。 

２．資金移動業の種別ごとの収支の状況 

⑴ ［略］ 

［削る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［削る。］ 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

２．資金移動業の種別ごとの収支の状況 

⑴ ［同左］ 

⑵ 第二種資金移動業 

                        （単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一

般管理費 

    

営業利益     

所要必要資

金 

    

借入調達     

増資調達     

その他     

 

 ⑶ 第三種資金移動業 

                        （単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 
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［削る。］ 

 

 

 

 

（第５面） 

⑵ 第二種資金移動業 

                       （単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般

管理費 

    

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一

般管理費 

    

営業利益     

所要必要資

金 

    

借入調達     

増資調達     

その他     

（記載上の注意） 

１．「資金移動業に係る収支の状況」の記載上の注意２．及び３．に準

じて記載すること。 

２．登録申請書の第４面の「資金移動業の種別」が一である場合には、

「資金移動業の種別ごとの収支の状況」の記載を省略することがで

きる。 

［加える。］ 
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営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     

その他     

 

 ⑶ 第三種資金移動業 

                       （単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般管理

費 

    

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     

その他     

 

⑷ 特定資金移動業 

 （単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     
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売上総利益     

販売費・一

般管理費 

    

営業利益     

所要必要資

金 

    

借入調達     

増資調達     

その他     

（記載上の注意） 

１． ［略］ 

２．登録申請書の第４面の「資金移動業の種別」が一である場合又は

特定信託会社が特定資金移動業のみを営む場合には、「資金移動業

の種別ごとの収支の状況」の記載を省略することができる。 

 

別紙様式第 20 号（第 34 条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

（第１面） 

事  業  報  告  書 

年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

年  月  日 

財務（支）局長     殿 

住  所 

商  号 

代表者の氏名 

国内における 

代表者の氏名       

 

別紙様式第 20 号（第 34 条第１項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

（第１面） 

事  業  報  告  書 

年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

年  月  日 

財務（支）局長     殿 

住  所 

商  号 

代表者の氏名 

国内における 

代表者の氏名       
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年  月  日から  年  月  日までの資金移動業に係る業

務及び収支の状況を次のとおり報告します。 

目      次 

［第１・第２ 略］ 

（記載上の注意） 

法第 38 条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第

37 条の２第３項の規定による届出書）又は法第 41 条第４項（法第

37 条の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

規定による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者につ

いては、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届

け出るまでの間、「国内における代表者の氏名」欄に当該旧氏及び

名を括弧書で併せて記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載するこ

とができる。 

（第２面） ［略］ 

（第３面） 

３．資金移動業の状況 

（記載上の注意） 

１． ［略］ 

２．事業年度の期間が４月１日から翌年３月 31 日までの間である外

国資金移動業者又は外国信託会社が、法第 54 条第１項（法第 37 条

の２第２項の規定により適用する場合を含む。）の規定に基づき当

該事業年度の業務報告書をその登録（外国信託会社にあっては、届

出）をした財務（支）局長に提出している場合には、記載を省略す

ることができる。 

 第１種 第２種 第３種 特定資金

移動業 

合 計 

年間取扱件数（件）      

年間取扱金額（円）      

１件あたりの 

平均取扱金額（円） 

     

年  月  日から  年  月  日までの資金移動業に係る業務

及び収支の状況を次のとおり報告します。 

目      次 

［第１・第２ 同左］ 

（記載上の注意） 

法第 38 条第１項の登録申請書又は法第 41 条第４項の規定による

届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これ

らの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「国内における代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併

せて記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

 

（第２面） ［同左］ 

（第３面） 

３．資金移動業の状況 

 第１種 第２種 第３種 合 計 

年間取扱件数（件）     

年間取扱金額（円）     

１件あたりの 

平均取扱金額（円） 

    

（記載上の注意） 

１． ［同左］ 

２．事業年度の期間が４月１日から翌年３月 31 日までの間である外国

資金移動業者が、法第 54 条第１項の規定に基づき当該事業年度の業

務報告書をその登録をした財務（支）局長に提出している場合には、

記載を省略することができる。 
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３．資金移動業のうち電子決済手段の発行による為替取引を行う場合

及び特定信託為替取引を行う場合にあっては、電子決済手段等取引

業者が管理する口座からの電子決済手段の移転及び当該口座への

電子決済手段の移転に係る状況について記載すること 

４．苦情処理及び紛争解決の状況 

［表略］ 

（記載上の注意） 

指定資金移動業務紛争解決機関（外国信託会社にあっては、指定

特定資金移動業務紛争解決機関。以下この様式において同じ。）が

存在する場合にあっては手続実施基本契約を締結している指定資

金移動業務紛争解決機関の商号又は名称、指定資金移動業務紛争解

決機関が存在しない場合にあっては苦情処理措置及び紛争解決措

置の内容を記載すること。 

［削る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［加える。］ 

 

 

 

４．苦情処理及び紛争解決の状況 

［同左］ 

（記載上の注意） 

指定資金移動業務紛争解決機関が存在する場合にあっては手続実

施基本契約を締結している指定資金移動業務紛争解決機関の商号又

は名称、指定資金移動業務紛争解決機関が存在しない場合にあって

は苦情処理措置及び紛争解決措置の内容を記載すること。 

 

 

第２ 収支の状況（日本国内における資金移動業に係るものに限る） 

１．資金移動業に係る収支の状況 

（単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般管

理費 

    

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     

その他     

調整額 
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（第４面） 

第２ 収支の状況（日本国内における資金移動業に係るものに限る） 

１．資金移動業に係る収支の状況 

 （単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般管理

費 

    

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

 

 

（記載上の注意） 

１．資金移動業の種別ごとの係数ではなく、資金移動業の全てに係る

係数を記載すること。 

２．資金移動業開始後三事業年度の実績と翌事業年度の予想を記載す

ること。 

３．「所要必要資金」とは、営業活動上の必要な運転資金、投資活動に

必要な資金、金融機関等への借入金等の返済資金等をいう。 

４．「調整額」とは、資金移動業に係る収支の金額のうち、例えば、借

入調達や増資調達など、売上高の比率等の合理的な根拠に基づいて、

第一種資金移動業、第二種資金移動業、第三種資金移動業又は特定

資金移動業のいずれにも直接帰属させることが困難である金額をい

う。調整額が存在する場合にあっては、各期の内容及び金額並びに

資金移動業のいずれの種別にも直接帰属させることが困難である理

由を記載すること。 

（第４面） 

［加える。］ 
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増資調達     

その他     

調整額 

 

 

（記載上の注意） 

１．資金移動業の種別ごとの係数ではなく、資金移動業の全てに係る

係数を記載すること。 

２．資金移動業開始後三事業年度の実績と翌事業年度の予想を記載す

ること。 

３．「所要必要資金」とは、営業活動上の必要な運転資金、投資活動に

必要な資金、金融機関等への借入金等の返済資金等をいう。 

４．「調整額」とは、資金移動業に係る収支の金額のうち、例えば、借

入調達や増資調達など、売上高の比率等の合理的な根拠に基づい

て、第一種資金移動業、第二種資金移動業、第三種資金移動業又は

特定資金移動業のいずれにも直接帰属させることが困難である金

額をいう。調整額が存在する場合にあっては、各期の内容及び金額

並びに資金移動業のいずれの種別にも直接帰属させることが困難

である理由を記載すること。 

２．資金移動業の種別ごとの収支の状況 

 ⑴ ［略］  

［削る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．資金移動業の種別ごとの収支の状況 

 ⑴ ［同左］  

 ⑵ 第二種資金移動業 

（単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般管

理費 
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［削る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［削る。］ 

 

 

 

 

（第５面） 

⑵ 第二種資金移動業 

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     

その他     

 ⑶ 第三種資金移動業 

（単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般管

理費 

    

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     

その他     

（記載上の注意） 

１．「資金移動業に係る収支の状況」の記載上の注意２．及び３．に準

じて記載すること。 

２．登録申請書の第５面の「資金移動業の種別」が一である場合には、

「資金移動業の種別ごとの収支の状況」の記載を省略することがで

きる。 

［加える。］ 
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（単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般

管理費 

    

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     

その他     

⑶ 第三種資金移動業 

（単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般

管理費 

    

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     
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その他     

⑷ 特定資金移動業 

（単位：百万円） 

 期（実績） 期（実績） 期（実績） 期（予想） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売費・一般

管理費 

    

営業利益     

所要必要資金     

借入調達     

増資調達     

その他     

（記載上の注意） 

１．「資金移動業に係る収支の状況」の記載上の注意２．及び３．に準

じて記載すること。 

２．登録申請書の第５面の「資金移動業の種別」が一である場合又は

外国信託会社が特定資金移動業のみを営む場合には、「資金移動業

の種別ごとの収支の状況」の記載を省略することができる。 
 

別紙様式第 21 号（第 35 条第２項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

（第１面） 

年   月   日 

財務（支）局長 殿 

登録番号  財務（支）局長  第     号 

届出受理番号  財務（支）局長 第     号 

 

別紙様式第 21 号（第 35 条第１項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

（第１面） 

年   月   日 

財務（支）局長 殿 

登録番号  財務（支）局長  第     号 
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（郵便番号   －    ） 

住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の 

氏  名 

未達債務の額等に関する報告書 

（記載上の注意） 

１．法第 38 条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第

37 条の２第３項の規定による届出書）又は法第 41 条第４項（法第

37 条の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

規定による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者につ

いては、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届

け出るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併

せて記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

２．法第 37 条の登録を受けている場合にあっては、「登録番号」を記

載し、法第 37 条の２第３項の規定による届出を行った場合にあっ

ては、「届出受理番号」を記載すること。 

１．未達債務の額等の概要 

報 告 日  年     月    日 

報告対象期間 
年     月    日から 

年     月    日まで 

報告基準日における未達

債務の額 

（第１種）           円 

（第２種）           円 

（第３種）           円 

①            円 

②            円 

（特定資金移動業）       円 

（郵便番号   －    ） 

住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の 

氏  名 

未達債務の額等に関する報告書 

（記載上の注意） 

法第 38 条第１項の登録申請書又は法第 41 条第４項の規定による

届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これ

らの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

［加える。］ 

 

 

１．未達債務の額等の概要 

報 告 日  年     月    日 

報告対象期間 
年     月    日から 

年     月    日まで 

報告基準日における未

達債務の額未達債務の

額 

（第１種）            円 

（第２種）            円 

（第３種）            円 

①             円 

②             円 

（合 計）            円 
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 （記載上の注意） 

１．［略］ 

２.「未達債務の額」は、資金移動業（特定資金移動業を除く。以下こ

の様式において同じ。）の種別ごとに、利用者（国内にある利用者に

対して負担する債務の額と国外にある利用者に対して負担する債

務の額とを区分することができる場合は、国内の利用者に限る。）に

対して負担する債務の額について記載し、特定資金移動業を営む場

合は、「未達債務の額」を「特定信託受益権の履行等金額の合計額」

と読み替えて記載すること。また、法第 45 条の２第１項の規定の

適用を受けている場合には、第三種資金移動業に係る未達債務の額

の内訳として、①は当該第三種資金移動業に係る未達債務の額に預

貯金等管理割合（同条第１項に規定する預貯金等管理割合をいう。

以下この様式において同じ。）を乗じて得た額を、②は当該第三種資

金移動業に係る未達債務の額から①の算定額を控除した額を、それ

ぞれ記載すること。なお、外貨建てで債務を負担する場合には、当

該債務の額を本邦通貨に換算した上で記載すること（本邦通貨への

換算に用いた標準については括弧書にて記載すること。）。 

３．［略］ 

４．「報告基準日における未達債務の額に係る履行保証金の額」は、括

弧書の記載に応じて、現に供託している履行保証金の額、履行保証

金保全契約において供託されることとなっている金額及び履行保

（合 計）           円 

（合計から第３種①を除いた額） 円 

報告基準日における 

未達債務の額に係る履行

保証金の額 

（第 種）            円 

（特定資金移動業）        円 

（合 計）            円 

報告基準日における 

第三種資金移動業に係る

預貯金の額 

円 

（記載上の注意） 

１．［同左］ 

２.「未達債務の額」は、資金移動業の種別ごとに、利用者（国内にあ

る利用者に対して負担する債務の額と国外にある利用者に対して負

担する債務の額とを区分することができる場合は、国内の利用者に

限る。）に対して負担する債務の額について記載すること。また、法

第 45 条の２第１項の規定の適用を受けている場合には、第三種資金

移動業に係る未達債務の額の内訳として、①は当該第三種資金移動

業に係る未達債務の額に預貯金等管理割合（同条第１項に規定する

預貯金等管理割合をいう。以下同じ。）を乗じて得た額を、②は当該

第三種資金移動業に係る未達債務の額から①の算定額を控除した額

を、それぞれ記載すること。なお、外貨建てで債務を負担する場合

には、当該債務の額を本邦通貨に換算した上で記載すること（本邦

通貨への換算に用いた標準については括弧書にて記載すること。）。 

 

 

 

３．［同左］ 

４．「報告基準日における未達債務の額に係る履行保証金の額」は、括
弧書の記載に応じて、現に供託している履行保証金の額、履行保証
金保全契約において供託されることとなっている金額及び履行保証

（合計から第３種①を除いた額）  円 

報告基準日における 

未達債務の額に係る履

行保証金の額 

（第 種）            円 

（合 計）            円 

報告基準日における 

第三種資金移動業に係

る預貯金の額 

円 
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証金信託契約に基づき信託されている信託財産の額の合計額を記

載すること。特定資金移動業を営む場合は、特定信託口口座により

管理する金銭の額を記載すること。なお、「（第 種）」には、資金移

動業の種別を記載すること。ただし、特例対象資金移動業（法第 58

条の２第１項に規定する特例対象資金移動業をいう。以下この様式

において同じ。）について一括供託（同条第５項第４号に規定する一

括供託をいう。以下この様式において同じ。）をしている場合又は特

例対象資金移動業に係る履行保証金保全契約若しくは履行保証金

信託契約を締結している場合には、当該特例対象資金移動業に係る

資金移動業の種別を並べて記載すること。また、二以上の資金移動

業の種別を営んでいる場合（その営む全ての資金移動業の種別が特

例対象資金移動業である場合を除く。）には、「（第 種）」の行を追

加して記載すること。 

５.［略］ 

（第２面） 

２．未達債務の概況 

⑴ 報告対象期間における為替取引の総取扱件数（件／月ごとに）、総取

扱金額及び平均取扱金額（円／月ごとに） 

 ① 総取扱件数 

 第１種 第２種 第３種 特定資金移

動業 

合 計 

年 月 件 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 件 

 ② 総取扱金額 

 第１種 第２種 第３種 特定資金移

動業 

合 計 

年 月 件 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 件 

金信託契約に基づき信託されている信託財産の額の合計額を記載す
ること。なお、「（第 種）」には、資金移動業の種別を記載すること。
ただし、特例対象資金移動業（法第 58 条の２第１項に規定する特例
対象資金移動業をいう。以下この様式において同じ。）について一括
供託（同条第５項第４号に規定する一括供託をいう。以下この様式
において同じ。）をしている場合又は特例対象資金移動業に係る履行
保証金保全契約若しくは履行保証金信託契約を締結している場合に
は、当該特例対象資金移動業に係る資金移動業の種別を並べて記載
すること。また、二以上の資金移動業の種別を営んでいる場合（そ
の営む全ての資金移動業の種別が特例対象資金移動業である場合を
除く。）には、「（第 種）」の行を追加して記載すること。 

 
 
 

５.［同左］ 
（第２面） 

２．未達債務の概況 
⑴ 報告対象期間における為替取引の総取扱件数（件／月ごとに）、総取
扱金額及び平均取扱金額（円／月ごとに） 

 ① 総取扱件数 

 ② 総取扱金額 

 第１種 第２種 第３種 合 計 

年 月 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 

 第１種 第２種 第３種 合 計 

年 月 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 
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年 月 件 件 件 件 件 

 ③ 平均取扱金額 

 第１種 第２種 第３種 特定資金移

動業 

合 計 

年 月 件 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 件 

（記載上の注意） 

１．報告対象期間における為替取引（特定信託会社にあっては、特定

信託為替取引）の総取扱件数、総取扱金額及び平均取扱金額につい

ては、為替取引を提供する国又は地域別に区分して記載すること。 

２．資金移動業のうち電子決済手段の発行による為替取引を行う場合

及び特定信託為替取引を行う場合にあっては、電子決済手段等取引

業者が管理する口座からの電子決済手段の移転及び当該口座への

電子決済手段の移転に係る状況について記載すること。 

３．特定信託会社にあっては、「未達債務」を「特定信託受益権の履行

等金額の合計額」と読み替えて記載すること。 

⑵ 口座を設定する場合にあっては、報告対象期間における口座件数

（件／月ごとに）、口座平均残高（円／月ごとに） 

① 口座件数 

 第１種 第２種 第３種 特定資金移

動業 

合 計 

年 月 件 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 件 

 ② 口座平均残高 

 第１種 第２種 第３種 特定資金移 合 計 

  

③ 平均取扱金額 

（記載上の注意） 

報告対象期間における為替取引の総取扱件数、総取扱金額及び平均

取扱金額については、為替取引を提供する国又は地域別に区分して記

載すること。 

［加える。］ 

 

 

 

［加える。］ 

 

⑵ 口座を設定する場合にあっては、報告対象期間における口座件数（件

／月ごとに）、口座平均残高（円／月ごとに） 

① 口座件数 

 第１種 第２種 第３種 合 計 

年 月 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 

年 月 件 件 件 件 

 

 ② 口座平均残高 

 第１種 第２種 第３種 合 計 

 第１種 第２種 第３種 

年 月 円 円 円 

年 月 円 円 円 

年 月 円 円 円 
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動業 

年 月 円 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 円 

⑶ ［略］ 

（記載上の注意） 

資金移動業のうち電子決済手段の発行による為替取引を行う場

合及び特定信託為替取引を行う場合にあっては、発行する電子決済

手段について、当該電子決済手段を保有している口座（電子決済手

段等取引業者が管理するものに限る。）の件数及び当該電子決済手

段の平均残高について記載すること。 

（第３面） 

３.報告対象期間における特例等の適用状況 

⑴ ［略］ 

⑵ 預貯金等管理方法の状況 

① 報告対象期間における預貯金等管理方法（法第 45 条の２第１項

第１号に規定する預貯金等管理方法をいう。以下この様式において

同じ。）による管理の有無 

［②～④ 略］ 

４． ［略］ 
（第４面） 

［５．～７． 略］ 
８．特定信託口口座による管理の状況 

銀行 等

の名 称 

信託契約により受け

入れた金銭の金額 

預貯金

等の名

義 

預貯金等の口座番

号その他の 
当該預貯金等

を特定するた

め の 事 項 

年 月 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 

 

⑶ ［同左］ 

［加える。］ 

 

 

 

 

 

（第３面） 

３.報告対象期間における特例等の適用状況 

⑴ ［同左］ 

⑵ 預貯金等管理方法の状況 

① 報告対象期間における預貯金等管理方法（法第 45 条の２第１項第

１号に規定する預貯金等管理方法をいう。以下同じ。）による管理の

有無 

［②～④ 同左］ 

４． ［同左］ 
（第４面） 

［５．～７． 同左］ 
［加える。］ 
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円 

（ 年 月 日現在） 

  

（記載上の注意） 

１．第５面から第７面までは、資金移動業者が選択した履行保証金、

履行保証金保全契約若しくは履行保証金信託契約の内容又は預貯

金等管理方法による管理（特定信託会社にあっては、特定信託口口

座による管理の状況）の状況について記載すること。 

２．報告対象期間における要履行保証額の推移、供託金額若しくは信

託財産の額又は預貯金等管理方法（特定信託会社にあっては、特定

信託口口座による管理の状況）により管理している金銭の額の推移

がわかる書面を第４面の次に添付すること。 

 
 
 
 

（記載上の注意） 

１． 第３面及び第４面は、資金移動業者が選択した履行保証金、履行

保証金保全契約若しくは履行保証金信託契約の内容又は預貯金

等管理方法による管理の状況について記載すること。 

 

２．報告対象期間における要履行保証額の推移、供託金額若しくは信

託財産の額又は預貯金等管理方法により管理している金銭の額の推

移がわかる書面を第４面の次に添付すること。 

 

別紙様式第24号（第38条第１項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

 年  月  日 

財務（支）局長 殿 

（郵便番号  －  ） 

届出者 住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の 

氏  名  

資金移動業の廃止等届出書 

資金決済に関する法律第61条第１項（法第37条の２第２項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定により届け出ます。 

記 

 

別紙様式第24号（第38条第１項関係） 

 （日本産業規格Ａ４） 

 年  月  日 

財務（支）局長 殿 

（郵便番号  －  ） 

届出者 住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の 

氏  名  

資金移動業の廃止等届出書 

資金決済に関する法律第61条第１項の規定により届け出ます。 

 

記 
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［略］ 

３．登録番号 
  届出受理番号 

財務（支）局長 第      号 
財務（支）局長 第      号 

［略］ 

６．資金移動業（特定信託

会社にあっては、特定資

金移動業。７．を除き以

下同じ。）の全部又は一

部を廃止したときは、そ

の理由 

□全部 □一部 

 

［略］ 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第37

条の２第３項の規定による届出書）又は法第41条第４項（法第37条

の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定

［同左］ 

３．登録番号 財務（支）局長 第      号 
 

［同左］ 

６．資金移動業の全部又は

一部を廃止したときは、

その理由 

□全部 □一部 

 

 

 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書又は法第41条第４項の規定による届

出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これら

の書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの
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による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者について

は、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出

るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて

記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

２．法第37条の登録を受けている場合にあっては、「登録番号」を記載

し、法第37条の２第３項の規定による届出を行った場合にあって

は、「届出受理番号」を記載すること。 

３．「届出事由」は、法第61条第１項（法第37条の２第２項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）の事由を記載すること。 

４．・５．［略］ 

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

［加える。］ 

 

 

２．「届出事由」は、法第61条第１項の事由を記載すること。 

 

３．・４．［同左］ 

 

別紙様式第25号（第38条第５項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 

財務（支）局長 殿 

届出者 登録番号 財務（支）局長 第 号 

届出受理番号  財務（支）局長 第   号 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）－  

商  号 

代表者の 

氏  名  

資金移動業廃止公告届出書 

   年  月  日付で下記の方法により資金移動業の（全部・一部）

を廃止する旨の公告を行ったので、当該公告の写しを添付して、資金移動

業者に関する内閣府令第38条第５項の規定により届け出ます。 

記 

公告の方法 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第37

条の２第３項の規定による届出書）又は法第41条第４項（法第37条

 

別紙様式第25号（第38条第５項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 

財務（支）局長 殿 

届出者 登録番号 財務（支）局長 第 号 

 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）－  

商  号 

代表者の 

氏  名  

資金移動業廃止公告届出書 

   年  月  日付で下記の方法により資金移動業の（全部・一部）

を廃止する旨の公告を行ったので、当該公告の写しを添付して、資金移動

業者に関する内閣府令第38条第５項の規定により届け出ます。 

記 

公告の方法 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書又は法第41条第４項の規定による届

出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これら
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の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定

による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者について

は、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出

るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて

記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

２．法第37条の登録を受けている場合にあっては、「登録番号」を記載

し、法第37条の２第３項の規定による届出を行った場合にあって

は、「届出受理番号」を記載すること。 

３．・４． ［略］ 

の書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

［加える。］ 

 

 

２．・３． ［同左］ 

 

別紙様式第26号（第39条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 

財務（支）局長 殿 

届出者 登録番号 財務（支）局長 第   号 

届出受理番号  財務（支）局長 第   号 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）－   

商  号 

代表者の 

氏  名  

法 令 違 反 行 為 等 届 出 書 

 取締役等又は従業者に資金移動業に関し法令に違反する行為又は資金

移動業の適正かつ確実な遂行に支障を来す行為があったため、資金移動業

者に関する内閣府令第39条の規定により届け出ます。 

記 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書（特定信託会社にあっては、法第37

条の２第３項の規定による届出書）又は法第41条第４項（法第37条

の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定

による届出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者について

 

別紙様式第26号（第39条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

  年  月  日 

財務（支）局長 殿 

届出者 登録番号 財務（支）局長 第   号 

 

（郵便番号  －  ） 

住  所 

電話番号（  ）－   

商  号 

代表者の 

氏  名  

法 令 違 反 行 為 等 届 出 書 

 取締役等又は従業者に資金移動業に関し法令に違反する行為又は資金移

動業の適正かつ確実な遂行に支障を来す行為があったため、資金移動業者

に関する内閣府令第39条の規定により届け出ます。 

記 

［同左］ 

（記載上の注意） 

１．法第38条第１項の登録申請書又は法第41条第４項の規定による届

出書に旧氏及び名を併せて記載して提出した者については、これら

の書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出るまでの

間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、
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は、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を変更する旨を届け出

るまでの間、「代表者の氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて

記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

２．法第37条の登録を受けている場合にあっては、「登録番号」を記載

し、法第37条の２第３項の規定による届出を行った場合にあって

は、「届出受理番号」を記載すること。 

３． ［略］ 

又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 

 

［加える。］ 

 

 

２． ［同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍 線 は 注 記 で あ る 。 
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